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本号で公布された条例等のあらまし

◇北九州市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例
１ 退職手当の算定に係る勤続期間に国立大学法人等の在職期
間を通算することにしました。

２ 職員が引き続き国立大学法人等に使用される者となる場合
には、退職手当を支給しないことにしました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇旧五市等の職員であった者に係る退職給付等に関する条例の
一部を改正する条例
恩給法の改正に準じ、退隠料等で退職一時金等を受けたこと

により一定額を控除して年額としているものについては、平成
１７年４月分以降、当該控除をしない額を年額とすることにし
ました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することとし、改

正後の条例の規定は、平成１７年４月１日から適用することに
しました。

◇北九州市立男女共同参画センター条例の一部を改正する条例
男女共同参画センターに指定管理者制度を導入することがで

きるようにしました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市市税条例の一部を改正する条例
北九州市市税条例の一部を次のとおり改正することにしまし

た。
個人市民税における年齢６５歳以上の者に係る非課税措置の

廃止等をすることにしました。
この条例は、平成１８年１月１日から施行することにしまし

た。

◇北九州市渡船事業条例の一部を改正する条例
渡船の使用料を次のとおり改定することにしました。

１ 若戸渡船使用料
(1) 普通運賃

種 別 大 人 小 児 自 転 車

普通券 100円 50円 100円

(2) 定期券運賃

種 別 １ 月 ３ 月 ６ 月

通勤定期 3,600円 10,260円 19,440円

通学定期（高 630円 1,750円 －
校生以上）

自転車定期 1,500円 4,260円 8,260円

通学自転車定 750円 2,130円 －
期

(3) 回数券運賃

回数券（1,000回分） 普通運賃の６５０倍の額とする

この条例は、平成１７年９月１日から施行することにしま
した。

◇北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を
改正する条例
旧大阪商船、旧門司三井倶楽部、門司港レトロ観光物産館及

び門司港レトロ展望室について利用料金制度を導入するため、
利用料金の上限額を定めることにしました。
この条例は、平成１８年４月１日から施行することにしまし

た。

◇北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例の一部を
改正する条例
国際交流施設の管理について、指定管理者制度を導入するた

め、関係規定を改めることにしました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例の一部を改正する条例
響灘緑地内に存する有料施設（サイクリングターミナル、熱

帯生態園、都市緑化センター等）その他の有料施設について、
利用料金制度を導入するため、利用料金の上限額を定めること
にしました。
この条例は、平成１８年４月１日から施行することにしまし

た。

◇北九州市ほたる館条例の一部を改正する条例
北九州市ほたる館の管理について、指定管理者制度を導入す

ることができるよう、関係規定を改めることにしました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例及び北九州市自動車駐車場条例の一部を改正する条例
自動車駐車場の管理を指定管理者に代行させることができる

よう、関係規定を改めるとともに、指定管理者の業務等に関す
る規定を新たに定めることにしました。
この条例は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市火災予防条例の一部を改正する条例
対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等

の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部
改正等に伴い、次のとおり関係規定を改めることにしました。
１ 燃料電池発電設備の位置、構造及び管理の基準を加えるこ
とにしました。

２ 火を使用する設備に付属する煙突の位置及び構造に関する
規定を改めることにしました。

３ 指定数量未満の地下タンクの技術上の基準に関する規定を
改めることにしました。

４ 消防用設備等の非常電源に燃料電池設備を加えることにし
ました。
この条例は、１については平成１７年１０月１日から、２及

び３については公布の日から、４については平成１８年４月１
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日から施行することにしました。

◇北九州市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例
分団長等の退職報償金の支給額を次のように引き上げること

にしました。

階級 勤務年数 支給額

分団長 20年以上25年未満 461,000円

～ ～

副分団長
部長及び班長 10年以上15年未満 231,000円

改正後の条例は、平成１７年４月１日から適用することにし
ました。

◇北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例施行規則
の一部を改正する規則
北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例の一部改

正に伴い、指定管理者に関し、関係規定を改めることにしまし
た。
この規則は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市ほたる館条例施行規則の一部を改正する規則
北九州市ほたる館条例の一部改正に伴い、関係規定を改める

ことにしました。
この規則は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市立男女共同参画センター条例施行規則の一部を改正
する規則
北九州市立男女共同参画センター条例の一部改正に伴い、関

係規定を改めることにしました。
この規則は、平成１７年６月９日から施行することにしまし

た。

◇北九州市自動車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則
北九州市自動車駐車場条例の一部改正に伴い、関係規定を改

めることにしました。
この規則は、平成１７年６月１３日から施行することにしま

した。

条 例

北九州市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例をここ
に公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３３号
北九州市職員退職手当支給条例の一部を改正する
条例

北九州市職員退職手当支給条例（昭和３８年北九州市条例第
２５号）の一部を次のように改正する。
第７条第３項中「第８条第１項各号の一に」を「次条第１項

各号のいずれかに」に改め、同条第５項中「地方公務員（」の
次に「非常勤職員及び臨時的任用職員を除き、」を、「使用さ
れる者」の次に「（非常勤の者及び臨時に使用される者を除く
。以下「本市関連法人に使用される者」という。）」を加え、
「又は国家公務員退職手当法」を「、国家公務員退職手当法」
に、「以下「」を「以下同じ。）又は国立大学法人等（国立大
学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第１項に規定す
る国立大学法人若しくは同条第３項に規定する大学共同利用機
関法人又は地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）
第６８条第１項に規定する公立大学法人をいう。以下同じ。）
に使用される者（非常勤の者及び臨時に使用される者を除く。
以下同じ。）で市長が特に認めるもの（以下この項において「
」に、「おいてその者」を「おいて、その者」に、「前４項」
を「前各項」に改め、同項ただし書中「地方公務員」の次に「
又は国立大学法人等に使用される者」を加え、同条第６項各号
列記以外の部分中「前５項」を「前各項」に、「一に」を「い
ずれかに」に改め、同条第７項中「前６項」を「前各項」に改
める。
第１３条中「職員が、引き続いて職員以外の地方公務員等」

を「退職する職員（本市関連法人に使用される者又は国立大学
法人等に使用される者となる職員にあっては、市長が特に認め
る者に限る。）が引き続いて職員以外の地方公務員（非常勤職

員及び臨時的任用職員を除き、本市関連法人に使用される者を
含む。）、国家公務員退職手当法第２条に規定する者又は国立
大学法人等に使用される者（以下この項において「職員以外の
地方公務員等」という。）」に改める。

付 則
この条例は、公布の日から施行する。

旧五市等の職員であった者に係る退職給付等に関する条例の
一部を改正する条例をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３４号
旧五市等の職員であった者に係る退職給付等に関
する条例の一部を改正する条例

旧五市等の職員であった者に係る退職給付等に関する条例（
昭和３９年北九州市条例第１４５号）の一部を次のように改正
する。
第２０条を第２１条とし、第１４条から第１９条までを１条

ずつ繰り下げ、第１３条の次に次の１条を加える。
（退職一時金等を受けたことのある者に係る退隠料等の年額
についての特例）

第１４条 第２条第３項第１号の規定によりなお効力を有する
ものとされる退隠料条例等又は共済条例の規定による年金た
る退隠料若しくは退職年金又は遺族扶助料若しくは遺族年金
（平成１７年３月３１日以前に給付事由の生じたものに限る
。）で、これらの条例の規定により一時退隠料、退職一時金
又は退職給与金を受けたことにより一定額を控除した額をも
ってその年額としているものについては、これらの条例の規
定にかかわらず、平成１７年４月分以降、当該控除をしない
額をもってその年額とする。

付 則
（施行期日等）

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の旧五市等の職
員であった者に係る退職給付等に関する条例（以下「改正後
の条例」という。）第１４条の規定は、平成１７年４月１日
から適用する。

北 九 州 市 公 報 第１４１６号 平成１７年 ７月 １日
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（内払）
２ 退隠料等（退隠料条例等又は共済条例（旧五市等の職員で
あった者に係る退職給付等に関する条例第２条に規定するも
のをいう。）の規定による年金たる退隠料及び退職年金並び
に遺族扶助料及び遺族年金をいう。以下同じ。）の受給者が
改正前の旧五市等の職員であった者に係る退職給付等に関す
る条例の規定に基づいて平成１７年４月１日以後の分として
支給を受けた退隠料等は、改正後の条例の規定に基づく退隠
料等の内払とみなす。
（職権改定）

３ 改正後の条例第１４条の規定による退隠料等の年額の改定
は、市長が受給者の請求を待たずに行う。

北九州市立男女共同参画センター条例の一部を改正する条例
をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３５号
北九州市立男女共同参画センター条例の一部を改
正する条例

北九州市立男女共同参画センター条例（平成７年北九州市条
例第６号）の一部を次のように改正する。
第３条の見出し中「承認」を「許可」に改め、同条第１項中

「市長の承認」を「市長（地方自治法（昭和２２年法律第６７
号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定
管理者」という。）に使用の許可を行わせるときは、指定管理
者。以下この条及び次条において同じ。）の許可」に改め、同
条第２項各号列記以外の部分中「承認」を「許可」に改める。
第４条の見出し中「使用承認」を「使用の許可」に改め、同

条中「承認」を「許可」に改める。
第５条第２項中「承認」を「許可」に改める。
第８条の見出しを「（指定管理者）」に改め、同条中「その

管理を市が出資している法人で地方自治法施行令（昭和２２年
政令第１６号）で定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体
に委託する」を「センターの管理を指定管理者に行わせる」に
改める。
第１０条を第１４条とし、第９条を第１３条とし、第８条の

次に次の４条を加える。
（指定管理者の指定の手続）

第９条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別
に定める申請書にセンターの管理に関する事業計画書その他
規則で定める書類を添えて市長に申請しなければならない。

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書
の内容、事業計画書に従いセンターの管理を安定して行う能
力等を審査の上、最も適当であると認めたものを指定管理者
として指定する。
（指定管理者が行う業務）

第１０条 指定管理者が行うセンターの管理の業務は、次のと
おりとする。
（１） 第２条各号に掲げる事業の実施に関すること。
（２） センターの維持管理に関すること。
（３） センターの施設等の使用の許可に関すること。
（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務
（指定管理者が行う管理の基準）

第１１条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく
規則その他市長の定めるところに従いセンターの管理を行わ
なければならない。
（指定管理者の秘密保持義務）

第１２条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員
又はこれらの者であった者は、センターの管理に関して知り

得た秘密を漏らし、又はセンターの管理の業務以外の目的の
ために使用してはならない。

付 則
（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２ この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律
（平成１５年法律第８１号）附則第２条の規定によりなお従
前の例により管理を委託している北九州市立男女共同参画セ
ンターの管理については、平成１８年９月１日（同日前に地
方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項
の規定に基づき北九州市立男女共同参画センターの管理に係
る指定をした場合には、当該指定の日）までの間は、なお従
前の例による。

北九州市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。
平成１７年６月９日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市条例第３６号

北九州市市税条例の一部を改正する条例
北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一

部を次のように改正する。
第１２条第１項第２号中「、年齢６５歳以上の者」を削る。
第２６条第１項ただし書中「又は第３項」を「又は第４項」

に、「本条」を「この条」に改め、同条第２項中「同条第３項
」を「同条第４項」に改める。
付則第２３条第１項中「附則第１８条第５項」を「附則第１

８条第４項」に、「本項から第３項まで及び」を「この項及び
次項並びに」に、「第５項第１号」を「第４項第１号」に改め
、同条第２項を削り、同条中第３項を第２項とし、第４項を第
３項とし、同条第５項第２号中「付則第２３条第４項」を「付
則第２３条第３項」に改め、同項を同条第４項とする。
付則第２３条の４を削る。
付則第２３条の３中「附則第３５条の２の３第４項」を「附

則第３５条の２の４第４項」に改め、同条を付則第２３条の４
とする。
付則第２３条の２第１項中「前条第１項」を「付則第２３条

第１項」に、「附則第１８条の２第５項」を「附則第１８条の
３第４項」に、「同条第２項から第４項まで」を「同条第１項
から第３項まで」に、「本条」を「この条」に、「第３項」を
「次項」に、「同条第５項第１号」を「同条第４項第１号」に
改め、同条第２項を削り、同条第３項中「第１項」を「前項」
に、「前条第５項」を「付則第２３条第４項」に、「付則第２
３条の２第１項」を「付則第２３条の３第１項」に改め、同項
を同条第２項とし、同条を付則第２３条の３とし、付則第２３
条の次に次の１条を加える。
（特定管理株式が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得
等の課税の特例）

第２３条の２ 市民税の所得割の納税義務者について、その有
する租税特別措置法第３７条の１０の２第１項に規定する特
定管理株式（以下この項及び次項において「特定管理株式」
という。）が株式としての価値を失ったことによる損失が生
じた場合として同条第１項各号に掲げる事実が発生したとき
は、当該事実が発生したことは当該特定管理株式の譲渡をし
たことと、当該損失の金額として令附則第１８条の２第５項
において準用する同条第１項で定める金額は当該特定管理株
式の譲渡をしたことにより生じた損失の金額とそれぞれみな
して、この条及び前条の規定その他のこの条例の規定を適用
する。

２ 市民税の所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第
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３７条の１０の２第１項に規定する特定管理口座（その者が
２以上の特定管理口座を有する場合には、それぞれの特定管
理口座）に保管の委託がされている特定管理株式の譲渡（こ
れに類するものとして令附則第１８条の２第５項において準
用する同条第２項で定めるものを含む。以下この項及び付則
第２３条の４において同じ。）をした場合には、令附則第１
８条の２第５項において準用する同条第３項で定めるところ
により、当該特定管理株式の譲渡による事業所得の金額、譲
渡所得の金額又は雑所得の金額と当該特定管理株式の譲渡以
外の株式等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金額又
は雑所得の金額とを区分して、これらの金額を計算するもの
とする。

３ 第１項の規定は、令附則第１８条の２第５項において準用
する同条第４項で定めるところにより、第１項に規定する事
実が発生した年の末日の属する年度の翌年度分の第２６条第
１項又は第３項の規定による申告書（その提出期限後におい
て市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの
及びその時までに提出された第２７条第１項の確定申告書を
含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載が
あるとき（これらの申告書にその記載がないことについてや
むを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）に限り
、適用する。
付則第２３条の５第２項中「第４項」を「第３項」に、「第

２３条の２第１項及び第２項」を「第２３条の３第１項」に、
「第２３条の２第１項中」を「第２３条の３第１項中」に改め
る。
付則第２４条第２項中「第９項」を「第８項」に改め、同条

第３項中「附則第３５条の３第１２項」を「附則第３５条の３
第１１項」に、「本項」を「この項」に、「本条」を「この条
」に改め、同条第４項中「第４項」を「第３項」に、「第２３
条の２第１項及び第２項」を「第２３条の３第１項」に、「第
２３条の２第１項中」を「第２３条の３第１項中」に改め、同
条第８項を削り、同条第９項中「第７項」を「前項」に改め、
同項を同条第８項とする。

付 則
（施行期日）

第１条 この条例は、平成１８年１月１日から施行する。
（経過措置）

第２条 改正後の北九州市市税条例（以下「新条例」という。
）第１２条第１項第２号の規定は、平成１８年度以後の年度
分の個人の市民税について適用し、平成１７年度分までの個
人の市民税については、なお従前の例による。

２ 平成１８年度分の個人の市民税の均等割に限り、前年の合
計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月
１日現在において年齢６５歳以上であった者（地方税法等の
一部を改正する法律（平成１７年法律第５号）第１条の規定
による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下
「新法」という。）の施行地に住所を有しない者を除く。）
に係る新条例第１５条第１項の規定の適用については、同項
中「３，０００円」とあるのは、「１，０００円」とする。

３ 平成１８年度分の個人の市民税の所得割に限り、所得割の
納税義務者で、前年の合計所得金額が１２５万円以下であり
、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以上で
あったものの所得割（新条例第１２条第１項に規定する分離
課税に係る所得割を除く。以下この項において同じ。）につ
いては、新条例の規定中所得割に関する部分（新条例第２３
条第１項を除く。）を適用した場合における所得割の額から
、当該額の３分の２に相当する額を控除するものとする。こ
の場合における新条例第２３条第１項の規定の適用について
は、同項中「第２０条及び第２１条並びに法第３１４条の７

」とあるのは、「北九州市市税条例の一部を改正する条例（
平成１７年北九州市条例第３６号）付則第２条第３項」とす
る。

４ 平成１９年度分の個人の市民税の均等割に限り、前年の合
計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７年１月
１日現在において年齢６５歳以上であった者（新法の施行地
に住所を有しない者を除く。）に係る新条例第１５条第１項
の規定の適用については、同項中「３，０００円」とあるの
は、「２，０００円」とする。

５ 平成１９年度分の個人の市民税の所得割に限り、所得割の
納税義務者で、前年の合計所得金額が１２５万円以下であり
、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以上で
あったものの所得割（新条例第１２条第１項に規定する分離
課税に係る所得割を除く。以下この項において同じ。）につ
いては、新条例の規定中所得割に関する部分（新条例第２３
条第１項を除く。）を適用した場合における所得割の額から
、当該額の３分の１に相当する額を控除するものとする。こ
の場合における新条例第２３条第１項の規定の適用について
は、同項中「第２０条及び第２１条並びに法第３１４条の７
」とあるのは、「北九州市市税条例の一部を改正する条例（
平成１７年北九州市条例第３６号）付則第２条第５項」とす
る。

６ 新条例付則第２３条の２の規定は、平成１７年４月１日以
後に同条第１項に規定する事実が発生する場合について適用
する。

北九州市渡船事業条例の一部を改正する条例をここに公布す
る。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３７号
北九州市渡船事業条例の一部を改正する条例

北九州市渡船事業条例（昭和３９年北九州市条例第３１号）
の一部を次のように改正する。
第３条第１項中「相当する額」の次に「及び地方消費税の額

に相当する額」を加える。
別表第１第１項を次のように改める。
１ 普通運賃

種 別 大 人 小 児 自 転 車

普通券 １００円 ５０円 １００円

備考
１ この表において「大人」とは、１２歳以上の者（小
学生（小学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号
）第１条の小学校並びに盲学校、聾学校及び養護学校

ろう

の小学部並びに同法第８３条の各種学校の小学部に類
するものをいう。）に就学する児童をいう。以下同じ
。）を除く。）をいう。

２ この表において、「小児」とは、１歳以上１２歳未
満の者及び１２歳以上の小学生をいう。

別表第１第２項第１号の表中
｢

通勤定期券 1,800円 5,130円 9,720円

を通学定期券 630円 1,750円 －
（高校生以上）

自転車定期券 750円 2,130円 4,130円
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｣
｢

通勤定期 3,600円 10,260円 19,440円

通学定期 630円 1,750円 －
（高校生以上）

に
自転車定期 1,500円 4,260円 8,260円

通学自転車定期 750円 2,130円 －

｣
改め、同項第２号中「１１回分」の次に「及び１，０００回分
」を加え、「普通運賃の１０倍」を「１１回分にあっては普通
運賃の１０倍の額、１，０００回分にあっては普通運賃の６５
０倍」に改める。
別表第２第１項の表に備考として次のように加える。
備考 この表における「大人」及び「小児」の意義は、別表
第１第１項の表の備考第１項及び第２項に定めるところに
よる。

別表第２第２項第２号の表に備考として次のように加える。
備考 この表における「大人」及び「小児」の意義は、別表
の備考第１項及び第２項に定めるところによる。

付 則
（施行期日）

１ この条例は、平成１７年９月１日から施行する。
（経過措置）

２ この条例の施行の日前に改正前の北九州市渡船事業条例の
規定に基づき発行された若戸渡船の通勤定期券及び自転車定
期券（以下「定期券」という。）並びに回数券は、定期券に
あってはその残余通用期間に限り、回数券にあっては同日か
ら６月間に限り、改正後の北九州市渡船事業条例の規定に基
づき発行されたものとみなす。

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を
改正する条例をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３８号
北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条
例の一部を改正する条例

北九州市産業観光施設の設置及び管理に関する条例（昭和４
７年北九州市条例第６号）の一部を次のように改正する。
別表第２の旧大阪商船の項、旧門司三井倶楽部の項、門司港

レトロ観光物産館の項及び門司港レトロ展望室の項を削る。
別表第３中

「

を２００円券５，０００枚につき５
００，０００円

」
「

２００円券５，０００枚につき５
００，０００円

旧大阪 展示室 陳列品の － 大人 小・中学校の児
商船 観覧料 童及び生徒

個人 １人 １００円 ５０円
１回

団体（３ ８０円 ４０円
０人以上
）

に、多目的ホール ９時～１２時 １２時～１７時 １７時～２２時 １ 営利のための販売会
、展示会、イベント等

７００円 １，１００円 １，８００円 を主たる目的とする利
用に係る場合の額は、
規定の額の３０割に相
当する額とする。

２ 冷暖房設備を利用す
る場合の冷暖房設備の
額は、実費に相当する
額の範囲内で市長が別
に定める。

ピアノ ５時間又はその端数ごとに１，０００円 ピアノ利用料には、調律
料を含まない。

」
「

ミニ列車 １台につき１回３００円 を
」

「
ミニ列車 １台につき１回３００円
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旧門司 ２階入館 － 大人 小・中学校の児
三井倶 料 童及び生徒
楽部

個人 １人１回 １００円 ５０円

団体（３ ８０円 ４０円
０人以上
）

多目的スペース ９時～１２時 １２時～１７時 １７時～２２時 １ 営利のための販売会
、展示会、イベント等

７００円 １，１００円 １，８００円 を主たる目的とする利
用に係る場合の額は、
規定の額の３０割に相
当する額とする。

２ 冷暖房設備を利用す に、
る場合の冷暖房設備の
額は、実費に相当する
額の範囲内で市長が別
に定める。

ピアノ ５時間又はその端数ごとに５,０００円 ピアノ利用料には、調律
料を含まない。

門司港 － ９時～１７時 １７時～２２時 １ 営利のための販売会
レトロ 、展示会、イベント等
観光物 多目的ホールＡ・Ｂ １時間又はその端数ごと １時間又はその端数ご を主たる目的とする利
産館 に５００円 とに８００ 円 用に係る場合の額は、

規定の額の３０割に相
多目的ホールＡ １時間又はその端数ごと １時間又はその端数ごと 当する額とする。

に２５０円 に４００円 ２ 冷暖房設備を利用す
る場合の冷暖房設備の

多目的ホールＢ １時間又はその端数ごと １時間又はその端数ごと 額は、実費に相当する
に２５０円 に４００円 額の範囲内で市長が別

に定める。
」

「
普通自動車 １台につき１時間又はその端数ごとに２００円 を

」
「

普通自動車 １台につき１時間又はその端数ごとに２００円

門司港 展望室入館料 － 大人 小・中学校の児
レトロ 童及び生徒
展望室

に個人 １人 ３００円 １５０円
１回

団体（３ ２４０円 １２０円
０人以上

望遠鏡 １回（２分以内）１００円

」
改める。

付 則
この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例の一部を
改正する条例をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第３９号
北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条
例の一部を改正する条例

北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例（平成２
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年北九州市条例第１７号）の一部を次のように改正する。
第９条を第１５条とし、第８条を第１４条とし、第７条の見

出しを「（指定管理者）」に改め、同条中「その管理を市が出
資している法人で地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号
）で定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体に委託する」
を「当該国際交流施設の管理を指定管理者に行わせる」に改め
、同条を第９条とし、同条の次に次の４条を加える。
（指定管理者の指定の手続）

第１０条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が
別に定める申請書に当該国際交流施設の管理に関する事業計
画書その他規則で定める書類を添えて市長に申請しなければ
ならない。

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書
の内容、事業計画書に従い国際交流施設の管理を安定して行
う能力等を審査の上、最も適当であると認めたものを指定管
理者として指定する。
（指定管理者が行う業務）

第１１条 指定管理者が行う国際交流施設の管理の業務は、次
のとおりとする。
（１） 国際交流施設の維持管理に関すること。
（２） 国際交流施設の使用の許可に関すること。
（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務
（指定管理者が行う管理の基準）

第１２条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく
規則その他市長の定めるところに従い国際交流施設の管理を
行わなければならない。
（指定管理者の秘密保持義務）

第１３条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員
又はこれらの者であった者は、国際交流施設の管理に関して
知り得た秘密を漏らし、又は当該施設の管理の業務以外の目
的のために使用してはならない。
第６条各号列記以外の部分中「一に」を「いずれかに」に改

め、同条を第８条とし、第５条を第７条とし、第４条を第６条
とし、第３条の次に次の２条を加える。
（使用の許可）

第４条 国際交流施設を使用しようとする者は、あらかじめ市
長（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２
第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。
）に使用の許可を行わせる国際交流施設にあっては、指定管
理者。以下この条及び次条において同じ。）の許可を受けな
ければならない。

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許

可をしないものとする。
（１） 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認
められるとき。

（２） 国際交流施設の設置の目的に反するとき。
（３） 国際交流施設を損傷するおそれがあると認められる
とき。

（４） 前３号に掲げる場合のほか、国際交流施設の管理上
支障があると認められるとき。

（使用の許可の取消し等）
第５条 市長は、前条第１項の許可に係る使用が次の各号のい
ずれかに該当するときは、使用の許可を取り消し、使用を制
限し、又は使用の停止を命ずることができる。
（１） 前条第２項各号のいずれかに該当するとき。
（２） この条例若しくはこの条例に基づく処分に違反し、
又は関係職員の指示に従わなかったとき。

（３） 詐欺その他不正の行為により使用の許可を受けたと
き。

別表第２中「別表第２（第４条関係）」を「別表第２（第６
条関係）」に改める。

付 則
（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２ この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律
（平成１５年法律第８１号）附則第２条の規定によりなお従
前の例により管理を委託している国際交流施設の管理につい
ては、平成１８年９月１日（同日前に地方自治法（昭和２２
年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき当該
国際交流施設の管理に係る指定をした場合には、当該指定の
日）までの間は、なお従前の例による。

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第４０号
北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管
理に関する条例の一部を改正する条例

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例（昭和４７年北九州市条例第７号）の一部を次のように改
正する。
別表第１の３ 有料施設の使用料の表のプールの項中

「
仙水児童プール 共用 中学校の生徒以下の者 １人１回（２ 円

時間以内） 50

志井ファミリー 入場料 区 分 一 般 小・中学校の 幼 児
プール 児童及び生徒

個人 １人１回 円 円 円
400 200 50

団体（２５人以上） 320 160 40

施設使用料 波のプール 区 分 一 般 小・中学校の 幼 児
児童及び生徒

個人 １人１回 円 円 円

を300 150 50
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団体（２５ 240 120 40
人以上）

スライダープール １人１回 円
100

川下りプール 〃 100

器具使用料 ゴムボート １回（１時 円
間以内） 500

ボディボード １回（２時 300
間以内）

その他使用 コインロッカー １回 円
料 100

」
「

に仙水児童プール 共用 中学校の生徒以下の者 １人１回（２ 50円
時間以内）

」
改め、同表のその他の項中
「

勝山公園野外音 １時間又はその端数ごとに 円 使用者が入場料等を徴収する場合に
楽堂 270 おける使用料の額は、入場料等の総収

入額に１００分の４を乗じて得た額（
高塔山公園野外 当該額が規定使用料の額の１５割に相
音楽堂 当する額に満たないときは、当該規定

使用料の額の１５割に相当する額）と
高炉台公園野外 する。
音楽堂

響灘緑地野外ス １時間又はその端数ごとに 円
テージ 1,000

響灘緑地水上ス 800
テージ

サイクリングタ 宿 区 分 一 般 中学校の生 小学校の児 １ 宿泊時間は午後４時から翌日の午
ーミナル 泊 徒 童 前１０時までとし、宿泊時間を超え

料 て引き続き宿泊室を使用する場合は
個 人 １ 円 円 円 、宿泊料に休憩料を加算して徴収す

人 2,600 2,300 1,900 る。ただし、２泊以上継続して使用
１ する場合の到着日及び出発日を除く

団 ３ 泊 個人宿泊 個人宿泊料に８／１０を 滞在期間中については、この限りで
体 ０ 料に９／ 乗じて得た額 ない。

人 １０を乗 ２ 休憩のために宿泊室を個室として
以 じて得た 使用する場合は、１室につき２００
上 額 円を休憩料に加算して徴収する。
５
０
人
未
満

５ 個人宿泊 個人宿泊料に７／１０を
０ 料に８／ 乗じて得た額
人 １０を乗
以 じて得た
上 額
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７
０
人
未
満

７ 個人宿泊 個人宿泊料に６／１０を
０ 料に７／ 乗じて得た額
人 １０を乗 を
以 じて得た
上 額

休 個 区 分 一 般 小・中学校の
憩 人 児童及び生徒
料

基 １人３時間 円 円
本 以内 400 200
休
憩
料

超 １人３時間 80 40
過 を超える１
休 時間又はそ
憩 の端数ごと
料 に

団 一 般 小・中学校の
体 児童及び生徒

１０人 ２０人 ３０人以上 ２０人以上
以上２ 以上３
０人未 ０人未
満 満

個人休 個人休 個人休憩料 個人休憩料に
憩料に 憩料に に５／１０ ５／１０を乗
７／１ ６／１ を乗じて得 じて得た額
０を乗 ０を乗 た額
じて得 じて得
た額 た額

研 基本使用料 ４時間以内 円
修 2,000
室
使 超過使用料 ４時間を超える1時 500
用 間又はその端数ごと
料 に

自 区 分 一 般 中学校の生 小学校の児童
転 徒 以下の者
車
使 基本 １台 円 円 円
用 使用 ２時 200 130 100
料 料 間以

内

超過 １台 円
使用 ２時 50
料 間を
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超え
る分
又は
その
端数
ごと
に

そ コインロッ １回 円
の カー 100
他
使
用
料

」
「

勝山公園野外音 １時間又はその端数ごとに 270円 使用者が入場料等を徴収する場合にお
楽堂 ける使用料の額は、入場料等の総収入
高塔山公園野外 額に１００分の４を乗じて得た額（当
音楽堂 該額が規定使用料の額の１５割に相当 に、
高炉台公園野外 する額に満たないときは、当該規定使
音楽堂 用料の額の１５割に相当する額）とす

る。
」

「
電気コ １個１ 円
ンセン 回 100
ト

ひびき動物ワー 入 区 分 一般 小・中学校の児童及び生
ルド 場 徒

料
１人１回 円 円

300 150

回数券（５ １ 1,000 500
枚つづり） 人

１
回

乗 個 人 １ 円 小・中学校の児童及び生徒が、係
馬 人 300 員の指導のもとに乗馬するときに
料 １ 限る。

団体（２５ 回 240
人以上）

１頭につき３０ 2,000
分又はその端数
ごとに

馬 区 分 一般 中学校の生徒以下の者
車
使
用 １人１回 円 円
料 200 100

山田緑地 入 区 分 一般 小・中学校の児童及び生 市長は、国民の祝日及び緑化に関
響灘緑地広場 園 徒 する行事をする日で、特に必要が

料 あると認めて規則で定める日は、
１人１回 100円 50円 無料で入園させることができる。
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森の家 各 区分 ９時～１２時 １２時～１７時 多目的ホール、大会議室、小会議
室 室又は講習室の使用者が入場料等
使 平 日 土曜日 平 日 土曜日 を徴収する場合における使用料の
用 日曜日 日曜日 額は、入場料等の総収入額に１０
料 休 日 休 日 ０分の４を乗じて得た額（当該額

が規定使用料の額の１５割に相当
多目的 円 円 円 円 する額に満たないときは、当該規
ホール 4,600 5,300 6,600 7,900 定使用料の額の１５割に相当する

額）とする。
大会議 1,100 1,700 1,600 2,600
室

小会議 600 1,100 1,000 1,600
室

講習室 1,900 3,100 2,900 4,700

映像室 1,300 2,200 2,000 3,300

ひびきタワー 区 分 一 般 小・中学校の児童及び生
徒

１人１回 円 円
300 150

回数券 １ 1,000 500
（５枚 人
つづり １
） 回

熱帯生態園 区 分 一 般 小・中学校の児童及び生
徒

１人１回 円 円
300 150

回数券 １ 1,000 500
（５枚 人
つづり １
） 回

都市緑化センタ 各 区 分 ９時～１２時 １２時～１７時 使用者（都市緑化センターにあっ
ー 室 ては、イベントホールの使用者に

使 平 日 土曜日 平 日 土曜日 限る。）が入場料等を徴収する場
用 日曜日 日曜日 合における使用料の額は、入場料
料 休 日 休 日 等の総収入額に１００分の４を乗

じて得た額（当該額が規定使用料
イベン 円 円 円 円 の額の１５割に相当する額に満た
トホー 2,500 2,900 3,600 4,300 ないときは、当該規定使用料の額
ル の１５割に相当する額）とする。

講習室 1,600 1,900 2,400 2,900

会議室 1,000 1,200 1,500 1,800

森の美術館 展示室 ９時～１７時

平 日 土曜日・日曜日・休日
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円 円
6,100 7,200

山田緑地駐車施 大型自動車 １台１回（１日以 １，０００円以下の範囲 大型自動車及び普通自動車の区分
設 内) 内で規則で定める額 は、道路交通法（昭和３５年法律
響灘緑地駐車施 第１０５号）第３条に規定すると
設 普通自動車 ３００円以下の範囲内で ころによる。

規則で定める額

三萩野公園駐車 普通自動車 １台につき３０分 １００円以下の範囲内で
施設 又はその端数ごと 規則で定める額

に
」

「
電気コ １個 100円
ンセン １回
ト

に
三萩野公園駐車 普通自動車 １台につき３０分 １００円以下の範囲内で 普通自動車とは、道路交通法施行
施設 又はその端数ごと 規則で定める額 規則（昭和３５年総理府令第６０

に 号）第２条に規定する普通自動車
をいう。

」
改める。
別表第１の２中

「

を１人１回 円 円
100 50

」
「

１人１回 100円 50円

山田緑地 入 区 分 一 般 小・中学校の 国民の祝日及び緑化に関す
園 児童及び生徒 る行事をする日で、市長が
料 特に必要があると認めて規

１人１回 100円 50円 則で定める日については、
無料で入園させるものとす
る。

森の家 各 ９時～１２時 １２時～１７時 多目的ホール、大会議室、
室 小会議室又は講習室の利用
利 区 分 平 日 土曜日 平 日 土曜日 者が入場料等を徴収する場
用 日曜日 日曜日 合の額は、入場料等の総収
料 休 日 休 日 入額に１００分の４を乗じ

て得た額（当該額が規定の
多目的ホール 4,600円 5,300円 6,600円 7,900円 額の１５割に相当する額に

満たないときは、当該規定
大会議室 1,100円 1,700円 1,600円 2,600円 の額の１５割に相当する額

）とする。
小会議室 600円 1,100円 1,000円 1,600円

講習室 1,900円 3,100円 2,900円 4,700円

映像室 1,300円 2,200円 2,000円 3,300円

冷 実費に相当する額の範囲内で規則で定める額
暖
房
設
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備
利
用
料

山田緑地駐車施 大型自動車 １台１回（１日以内） 1,000円 大型自動車及び普通自動車
設 の区分は、道路交通法第３

普通自動車 300円 条に規定するところによる
。

志井ファミリー 入 区 分 一 般 小・中 幼 児
プール 場 学校の

料 児童及
び生徒

個人 １人１回 400円 200円 50円

団体（２５人 320円 160円 40円
以上）

施 波の 区 分 一 般 小・中 幼 児
設 プー 学校の
利 ル 児童及
用 び生徒
料

個人 １人１回 300円 150円 50円

団体（ 240円 120円 40円
２５人
以上）

スライダープール １人１回 100円

川下りプール １人１回 100円

器 ゴムボート １回（１時 500円
具 間以内）
利
用 ボディボード １回（２時 300円
料 間以内）

そ コインロッカー １回 100円
の
他
利
用
料

響灘緑地広場 入 区 分 一 般 小・中学校の 国民の祝日及び緑化に関す
園 児童及び生徒 る行事をする日で、市長が
料 特に必要があると認めて規

１人１回 100円 50円 則で定める日については、
無料で入園させるものとす
る。

ひびき動物ワー 入 区 分 一 般 小・中学校の
ルド 場 児童及び生徒

料
１人１回 300円 150円
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回数券（５枚 １人 1,000円 500円
つづり） １回

ポニー広場 乗 個人 １人 300円 小・中学校の児童及び生徒
馬 １回 が、係員の指導の下に乗馬
料 団体（２５人 240円 するときに限る。

以上）

１頭につき３０分又 2,000円
はその端数ごとに

馬 区 分 一 般 中学校の生徒以
車 下の者
利
用 １人１回 200円 100円
料

ひびきタワー 区 分 一 般 小・中学校の児
童及び生徒

１人１回 300円 150円

回数券（５枚つ １人 1,000円 500円
づり） １回

熱帯生態園 区 分 一 般 小・中学校の児
童及び生徒

１人１回 300円 150円

回数券（５枚つ １人 1,000円 500円
づり） １回

都市緑化センタ 各 ９時～１２時 １２時～１７時 イベントホールの利用者が
ー 室 入場料等を徴収する場合の

利 区 分 平 日 土曜日 平 日 土曜日 額は、入場料等の総収入額
用 日曜日 日曜日 に１００分の４を乗じて得
料 休 日 休 日 た額（当該額が規定の額の

１５割に相当する額に満た
イベントホー 2,500円 2,900円 3,600円 4,300円 ないときは、当該規定の額
ル の１５割に相当する額）と

する。
講習室 1,600円 1,900円 2,400円 2,900円

に
会議室 1,000円 1,200円 1,500円 1,800円

冷 実費に相当する額の範囲内で規則で定める額
暖
房
設
備
利
用
料

森の美術館 展 ９時～１７時 利用者が入場料等を徴収す
示 る場合の額は、入場料等の
室 平 日 土曜日・日曜日・休日 総収入額に１００分の４を
利 乗じて得た額（当該額が規
用 6,100円 7,200円 定の額の１５割に相当する
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料 額に満たないときは、当該
規定の額の１５割に相当す
る額）とする。

冷 実費に相当する額の範囲内で規則で定める額
暖
房
設
備
利
用
料

響灘緑地野外ス １時間又はその端数ごとに 1,000円 利用者が入場料等を徴収す
テージ る場合の額は、入場料等の

総収入額に１００分の４を
響灘緑地水上ス 800円 乗じて得た額（当該額が規
テージ 定の額の１５割に相当する

額に満たないときは、当該
規定の額の１５割に相当す
る額）とする。

サイクリングタ 宿 区 分 一 般 中学校 小学校の １ 宿泊時間は午後４時か
ーミナル 泊 の生徒 児童 ら翌日の午前１０時まで

料 とし、宿泊時間を超えて
個人 １人 2,600円 2,300円 1,900円 引き続き宿泊室を利用す

１泊 る場合は、宿泊料に休憩
料を加算した額とする。

団体 ３０人以上 個人宿泊料に 個人宿泊料に８／ ただし、２泊以上継続し
５０人未満 ９／１０を乗 １０を乗じて得た て利用する場合の到着日

じて得た額 額 及び出発日を除く滞在期
間中については、この限

５０人以上 個人宿泊料に 個人宿泊料に７／ りでない。
７０人未満 ８／１０を乗 １０を乗じて得た ２ 休憩のために宿泊室を

じて得た額 額 個室として利用する場合
の休憩料の額は、１室に

７０人以上 個人宿泊料に 個人宿泊料に６／ つき２００円を加算した
７／１０を乗 １０を乗じて得た 額とする。
じて得た額 額

休 個人 区 分 一 般 小・中学校
憩 の児童及び
料 生徒

基本休憩 １人３時間以内 400円 200円
料

超過休憩 １人３時間を超 80円 40円
料 える１時間又は

その端数ごとに

団体 一 般 小・中学校
の児童及び
生徒

１０人以上２０人 ２０人以 ３０人以 ２０人以上
未満 上３０人 上

未満

個人休憩料に７／ 個人休憩 個人休憩 個人休憩料
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１０を乗じて得た 料に６／ 料に５／ に５／１０
額 １０を乗 １０を乗 を乗じて得

じて得た じて得た た額
額 額

研 基本利用料 ４時間以内 2,000円
修
室
利 超過利用料 ４時間を超える１ 500円
用 時間又はその端数
料 ごとに

自 区 分 一 般 中学 小学校の児
転 校の 童以下の者
車 生徒
利
用 基 本 １台２時間以内 200円 130円 100円
料 利 用

料

超 過 １台２時間を超え 50円
利 用 る３０分又はその
料 端数ごとに

そ コインロッカー １ 回 100円
の
他
利
用
料

響灘緑地駐車 大型自動車 １台１回（１日以内） 1,000円 大型自動車及び普通自動車
施設 の区分は、道路交通法第３

普通自動車 300円 条に規定するところによる
。

」
改める。

付 則
この条例は、平成１８年４月１日から施行する。

北九州市ほたる館条例の一部を改正する条例をここに公布す
る。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第４１号
北九州市ほたる館条例の一部を改正する条例

北九州市ほたる館条例（平成１４年北九州市条例第２８号）
の一部を次のように改正する。
第３条の見出し中「承認」を「許可」に改め、同条第１項中

「市長の承認」を「市長（地方自治法（昭和２２年法律第６７
号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定
管理者」という。）に使用の許可を行わせるときは、指定管理
者。以下この条及び次条において同じ。）の許可」に改め、同
条第２項各号列記以外の部分中「承認」を「許可」に改める。
第４条（見出しを含む。）及び第５条第２項中「承認」を「

許可」に改める。
第８条の見出しを「（指定管理者）」に改め、同条中「市が

出資している法人で地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６
号）で定めるもの又は公共団体若しくは公共的団体に委託する
」を「指定管理者に行わせる」に改める。

第１０条を第１４条とし、第９条を第１３条とし、第８条の
次に次の４条を加える。
（指定管理者の指定の手続）

第９条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別
に定める申請書にほたる館の管理に関する事業計画書その他
規則で定める書類を添えて市長に申請しなければならない。

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書
の内容、事業計画書に従いほたる館の管理を安定して行う能
力等を審査の上、最も適当であると認めたものを指定管理者
として指定する。
（指定管理者が行う業務）

第１０条 指定管理者が行うほたる館の管理の業務は、次のと
おりとする。
（１） 第２条各号に掲げるほたる館の事業の実施に関する
こと。

（２） ほたる館の維持管理に関すること。
（３） ほたる館の施設等の使用の許可に関すること。
（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務
（指定管理者が行う管理の基準）

第１１条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく
規則その他市長の定めるところに従いほたる館の管理を行わ
なければならない。
（指定管理者の秘密保持義務）

第１２条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員
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又はこれらの者であった者は、ほたる館の管理に関して知り
得た秘密を漏らし、又はほたる館の管理の業務以外の目的の
ために使用してはならない。

付 則
（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２ この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律
（平成１５年法律第８１号）附則第２条の規定によりなお従
前の例により管理を委託しているほたる館の管理については
、平成１８年９月１日（同日前に地方自治法（昭和２２年法
律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づきほたる館
の管理に係る指定をした場合には、当該指定の日）までの間
は、なお従前の例による。

北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関する
条例及び北九州市自動車駐車場条例の一部を改正する条例をこ
こに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第４２号
北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管
理に関する条例及び北九州市自動車駐車場条例の
一部を改正する条例

（北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に関す
る条例の一部改正）

第１条 北九州市都市公園、霊園、駐車場等の設置及び管理に
関する条例（昭和４７年北九州市条例第７号）の一部を次の
ように改正する。
第２８条の２第１項中「駐車場を」を「駐車場（道路整備

特別措置法第８条第１項の規定により設置する駐車場を除く
。以下この条において同じ。）を」に改める。
第３６条中「（道路整備特別措置法第８条第１項の規定に

より設置する駐車場を除く。）」を削る。
第３６条の３第２号中「有料施設等」の次に「（道路整備

特別措置法第８条第１項の規定により設置する駐車場を除く
。）」を加える。
（北九州市自動車駐車場条例の一部改正）

第２条 北九州市自動車駐車場条例（平成５年北九州市条例第
７号）の一部を次のように改正する。
第８条を第１４条とし、第７条を第８条とし、同条の次に

次の５条を加える。
（指定管理者）

第９条 市長は、自動車駐車場の設置の目的を効果的に達成
するため必要があると認めるときは、当該自動車駐車場の
管理を指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号
）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以
下同じ。）に行わせることができる。
（指定管理者の指定の手続）

第１０条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長
が別に定める申請書に当該自動車駐車場の管理に関する事
業計画書その他規則で定める書類を添えて市長に申請しな
ければならない。

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画
書の内容、事業計画書に従い自動車駐車場の管理を安定し
て行う能力等を審査の上、最も適当であると認めたものを
指定管理者として指定する。
（指定管理者が行う業務）

第１１条 指定管理者が行う自動車駐車場の管理の業務は、
次のとおりとする。

(１) 自動車駐車場の維持管理に関すること。
(２) 前号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務
（指定管理者が行う管理の基準）

第１２条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づ
く規則その他市長の定めるところに従い自動車駐車場の管
理を行わなければならない。
（指定管理者の秘密保持義務）

第１３条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成
員又はこれらの者であった者は、自動車駐車場の管理に関
して知り得た秘密を漏らし、又は当該自動車駐車場の管理
の業務以外の目的のために使用してはならない。
第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加える。
（駐車料金の減免）

第６条 市長は、公益上その他特に必要があると認めるとき
は、駐車料金を減免することができる。
付 則

この条例は、公布の日から施行する。

北九州市火災予防条例の一部を改正する条例をここに公布す
る。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第４３号
北九州市火災予防条例の一部を改正する条例

北九州市火災予防条例（昭和４８年北九州市条例第４９号）
の一部を次のように改正する。
第１０条の次に次の１条を加える。
（燃料電池発電設備）

第１０条の２ 屋内に設ける燃料電池発電設備（固体高分子型
燃料電池、リン酸型燃料電池又は溶融炭酸塩型燃料電池によ
る発電設備であって火を使用するものに限る。第３項及び第
５項、第１９条の２並びに第６７条第１０号において同じ。
）の位置、構造及び管理の基準については、第３条第１項第
１号（アを除く。）、第２号、第４号、第５号、第７号、第
９号、第１８号（ウ、ス及びセを除く。）、第１９号及び第
２１号並びに第２項第１号、第１３条第１項（第７号を除く
。）並びに第１４条第１項（第２号を除く。）の規定を準用
する。

２ 前項の規定にかかわらず、屋内に設ける燃料電池発電設備
（固体高分子型燃料電池による発電設備であって火を使用す
るものに限る。以下この項及び第４項において同じ。）であ
って出力１０キロワット未満のもののうち、改質器の温度が
過度に上昇した場合若しくは過度に低下した場合又は外箱の
換気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電池発電設備を
停止できる装置を設けたものの位置、構造及び管理の基準に
ついては、第３条第１項第１号（アを除く。）、第２号、第
４号、第５号、第７号、第９号、第１８号（ウ、ス及びセを
除く。）、第１９号及び第２１号並びに第２項第１号及び第
４号、第１３条第１項第１号、第２号、第４号、第８号、第
１０号及び第１１号並びに第１４条第１項第３号及び第４号
の規定を準用する。

３ 屋外に設ける燃料電池発電設備の位置、構造及び管理の基
準については、第３条第１項第１号（アを除く。）、第２号
、第４号、第５号、第７号、第９号、第１０号、第１８号（
ウ、ス及びセを除く。）、第１９号及び第２１号並びに第２
項第１号、第１３条第１項第３号の２、第５号、第６号及び
第８号から第１１号まで並びに第２項並びに第１４条第１項
第１号、第３号及び第４号の規定を準用する。

４ 前項の規定にかかわらず、屋外に設ける燃料電池発電設備
であって出力１０キロワット未満のもののうち、改質器の温



538

北 九 州 市 公 報 第１４１６号 平成１７年 ７月 １日

度が過度に上昇した場合若しくは過度に低下した場合又は外
箱の換気装置に異常が生じた場合に自動的に燃料電池発電設
備を停止できる装置を設けたものの位置、構造及び管理の基
準については、第３条第１項第１号（アを除く。）、第２号
、第４号、第５号、第７号、第９号、第１０号、第１８号（
ウ、ス及びセを除く。）、第１９号及び第２１号並びに第２
項第１号及び第４号、第１３条第１項第８号、第１０号及び
第１１号並びに第１４条第１項第３号及び第４号の規定を準
用する。

５ 前各項に規定するもののほか、燃料電池発電設備の構造の
基準については、発電用火力設備に関する技術基準を定める
省令（平成９年通商産業省令第５１号）第３０条及び第３４
条の規定並びに電気設備に関する技術基準を定める省令（平
成９年通商産業省令第５２号）第４４条の規定の例による。
第１４条の見出しを「（内燃機関を原動力とする発電設備）

」に改め、同条第１項各号列記以外の部分中「による」を「を
原動力とする」に、「次の各号に」を「次に」に改め、同条第
２項及び第３項中「による」を「を原動力とする」に改め、同
条に次の２項を加える。
４ 前項の規定にかかわらず、屋外に設ける気体燃料を使用す
るピストン式内燃機関を原動力とする発電設備であって出力
１０キロワット未満のもののうち、次に掲げる基準に適合す
る鋼板（厚さが０．８ミリメートル以上のものに限る。）で
造った外箱に収納されているものの位置、構造及び管理の基
準については、第３条第１項第１号（アを除く。）及び第２
１号、前条第１項第７号、第８号、第１０号及び第１１号並
びに本条第１項第２号から第４号までの規定を準用する。
（１） 断熱材又は防音材を使用する場合は、難燃性のもの
を使用すること。

（２） 換気口は、外箱の内部の温度が過度に上昇しないよ
うに有効な換気を行うことができるものとし、かつ、雨水
等の浸入防止の措置が講じられているものであること。

５ 前各項に規定するもののほか、内燃機関を原動力とする発
電設備の構造の基準については、発電用火力設備に関する技
術基準を定める省令第２７条の規定の例による。
第１９条の２第１項各号列記以外の部分中「設備」の次に「

（燃料電池発電設備を除く。）」を加え、「次の各号に」を「
次に」に改め、同項中第２号から第６号までを削り、第７号を
第２号とし、第８号を第３号とし、第９号を第４号とし、同項
に次の１号を加える。
（５） 前各号に規定するもののほか、煙突の基準について
は、建築基準法施行令第１１５条第１項第１号から第３号
まで及び第２項の規定を準用する。

第１９条の２第２項及び第３項を削る。
第３５条の４第１号ただし書中「アスファルトルーフィング

、アスファルトプライマー、モルタル、エポキシ樹脂、タール
エポキシ樹脂等」を「エポキシ樹脂、ウレタンエラストマー樹
脂、強化プラスチック又はこれらと同等以上の防食性を有する
材料」に改め、同条第７号中「には、」を「に２箇所以上の管
を設けること等により」に、「検査するための管を２箇所以上
適当な位置に」を「検知する設備を」に改める。
第４３条第２項ただし書、第４４条第３項ただし書及び第４

５条第３項ただし書中「又は蓄電池設備」を「、蓄電池設備又
は燃料電池設備」に改める。
第６７条第１０号を次のように改める。
（１０） 燃料電池発電設備（第１０条の２第２項及び第４
項に定めるものを除く。）

第６７条中第１３号を第１４号とし、第１２号を第１３号と
し、第１１号を第１２号とし、第１０号の次に次の１号を加え
る。

（１１） 内燃機関を原動力とする発電設備のうち、固定し
て用いるもの（第１４条第４項に定めるものを除く。）

別表第３備考第７項中「別表」を「別表第１」に改める。
付 則

（施行期日）
１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。ただし
、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す
る。
（１） 第１９条の２、第３５条の４第１号ただし書及び第
７号並びに別表第３備考第７項の改正規定 公布の日

（２） 第４３条第２項ただし書、第４４条第３項ただし書
及び第４５条第３項ただし書の改正規定 平成１８年４月
１日

（経過措置）
２ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ
ている燃料電池発電設備のうち、改正後の北九州市火災予防
条例（以下「新条例」という。）第１０条の２に定める基準
に適合しないものの位置、構造及び管理に係る基準について
は、同条の規定は、適用しない。

３ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされ
ている内燃機関を原動力とする発電設備のうち、新条例第１
４条に定める基準に適合しないものの位置、構造及び管理に
係る基準については、同条の規定にかかわらず、なお従前の
例による。

４ 第１９条の２の改正規定の施行の際現に設置され、又は設
置の工事がされている火を使用する設備に付属する煙突のう
ち、新条例第１９条の２に定める基準に適合しないものの位
置及び構造に係る基準については、同条の規定にかかわらず
、なお従前の例による。

５ 第３５条の４第１号ただし書の改正規定の施行の際現に存
する指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し
、又は取り扱う地下タンクの構造のうち、新条例第３５条の
４第１号ただし書（新条例第３条第４項（新条例第３条の２
第２項、第３条の３第２項、第３条の４第２項、第４条第２
項、第５条第２項、第６条第２項、第７条第２項、第８条第
３項、第９条、第１０条及び第１１条の２第２項において準
用する場合を含む。）及び第３７条第２項において準用する
場合を含む。）に定める基準に適合しないものの構造に係る
技術上の基準については、これらの規定にかかわらず、なお
従前の例による。

北九州市消防団員退職報償金支給条例の一部を改正する条例
をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市条例第４４号
北九州市消防団員退職報償金支給条例の一部を改
正する条例

北九州市消防団員退職報償金支給条例（昭和３９年北九州市
条例第１１０号）の一部を次のように改正する。
別表中

「
264,000円 359,000円 459,000円

249,000円 334,000円 424,000円 を

229,000円 304,000円 384,000円
」

「
266,000円 361,000円 461,000円
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251,000円 336,000円 426,000円 に

231,000円 306,000円 386,000円
」

改める。
付 則

（施行期日）
１ この条例は、公布の日から施行する。
（経過措置）

２ 改正後の北九州市消防団員退職報償金支給条例（以下「改
正後の条例」という。）別表の規定は、平成１７年４月１日
（以下「適用日」という。）以後に退職した消防団員（以下
「改正後の条例の適用を受ける消防団員」という。）につい
て適用し、適用日前に退職した消防団員については、なお従
前の例による。
（内払）

３ 適用日からこの条例の施行の日の前日までの間において、
改正後の条例の適用を受ける消防団員について支給された改
正前の北九州市消防団員退職報償金支給条例の規定に基づく
退職報償金は、改正後の条例の規定に基づく退職報償金の内
払とみなす。

規 則

北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例施行規則
の一部を改正する規則をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６４号
北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条
例施行規則の一部を改正する規則

北九州市国際交流施設の設置及び管理に関する条例施行規則
（平成２年北九州市規則第１２号）の一部を次のように改正す
る。
第３条を第６条とし、第２条の次に次の３条を加える。
（指定管理者に管理を行わせようとする施設等の公表）

第３条 市長は、国際交流施設について指定管理者を指定しよ
うとするときは、管理を行わせようとする施設、申請の受付
場所及び受付期間その他必要な事項をあらかじめ公表しなけ
ればならない。
（指定管理者の指定の申請の添付書類）

第４条 条例第１０条第１項の規則で定める書類は、次のとお
りとする。
（１） 定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本
（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度におけ
る収支決算書

（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類
（４） 事業計画書に係る収支見積書
（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書
類

（指定管理者の事業報告）
第５条 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する国際交流
施設の管理の業務に関し事業報告書を作成し、５月３１日ま
でに市長に提出しなければならない。

付 則
この規則は、公布の日から施行する。

北九州市ほたる館条例施行規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６５号
北九州市ほたる館条例施行規則の一部を改正する
規則

北九州市ほたる館条例施行規則（平成１４年北九州市規則第
２４号）の一部を次のように改正する。
第４条、第６条各号、第８条ただし書及び第９条中「承認」

を「許可」に改める。
第１１条を第１４条とし、第１０条の次に次の３条を加える

。
（指定管理者の指定の申請に係る事項の公表）

第１１条 市長は、ほたる館について指定管理者を指定しよう
とするときは、申請の受付場所及び受付期間その他必要な事
項をあらかじめ公表しなければならない。
（指定管理者の指定の申請の添付書類）

第１２条 条例第９条第１項の規則で定める書類は、次のとお
りとする。
（１） 定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本
（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度におけ
る収支決算書

（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類
（４） 事業計画書に係る収支見積書
（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書
類

（指定管理者の事業報告）
第１３条 指定管理者は、毎年度終了後、その管理するほたる
館の管理の業務に関し事業報告書を作成し、５月３１日まで
に市長に提出しなければならない。

付 則
この規則は、公布の日から施行する。

北九州市立男女共同参画センター条例施行規則の一部を改正
する規則をここに公布する。

平成１７年６月９日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６６号
北九州市立男女共同参画センター条例施行規則の
一部を改正する規則

北九州市立男女共同参画センター条例施行規則（平成７年北
九州市規則第５４号）の一部を次のように改正する。
第４条及び第６条各号中「第３条の使用の承認」を「第３条

第１項の許可」に改める。
第１１条を第１４条とし、第１０条を第１３条とする。
第９条中「承認」を「許可」に改め、同条を第１２条とする

。
第８条ただし書中「承認」を「許可」に改め、同条を第１１

条とする。
第７条を第１０条とし、第６条の次に次の３条を加える。
（指定管理者の指定の申請に係る事項の公表）

第７条 市長は、センターについて指定管理者を指定しようと
するときは、申請の受付場所及び受付期間その他必要な事項
をあらかじめ公表しなければならない。
（指定管理者の指定の申請の添付書類）

第８条 条例第９条第１項の規則で定める書類は、次のとおり
とする。
（１） 定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本
（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度におけ
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る収支決算書
（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類
（４） 事業計画書に係る収支見積書
（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書
類

（指定管理者の事業報告）
第９条 指定管理者は、毎年度、その管理するセンターの管理
の業務に関し事業報告書を作成し、５月３１日までに市長に
提出しなければならない。

付 則
この規則は、公布の日から施行する。

北九州市自動車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則を
ここに公布する。

平成１７年６月１３日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６７号
北九州市自動車駐車場条例施行規則の一部を改正
する規則

北九州市自動車駐車場条例施行規則（平成５年北九州市規則
第２９号）の一部を次のように改正する。
第２条第３項各号列記以外の部分中「第７条」を「第８条」

に改める。
第１２条を第１５条とし、第１１条の次に次の３条を加える

。
（指定管理者に管理を行わせようとする駐車場等の公表）

第１２条 市長は、駐車場について指定管理者を指定しようと
するときは、管理を行わせようとする駐車場、申請の受付場
所及び受付期間その他必要な事項をあらかじめ公表しなけれ
ばならない。
（指定管理者の指定の申請の添付書類）

第１３条 条例第１０条第１項の規則で定める書類は、次のと
おりとする。
（１） 定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本
（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度におけ
る収支決算書

（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類
（４） 事業計画書に係る収支見積書
（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書
類

（指定管理者の事業報告）
第１４条 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する駐車場
の管理の業務に関し事業報告書を作成し、５月３１日までに
市長に報告しなければならない。

付 則
この規則は、公布の日から施行する。

北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を
定める規則をここに公布する。

平成１７年６月２１日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６８号
北九州市市税条例の一部を改正する条例の一部の
施行期日を定める規則

北九州市市税条例の一部を改正する条例（平成１７年北九州
市条例第３０号）付則第１条ただし書に規定する改正規定の施
行期日は、平成１７年７月１日とする。

北九州市区役所等事務分掌規則及び北九州市職員の兼務に関
する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成１７年６月２１日
北九州市長 末 吉 興 一

北九州市規則第６９号
北九州市区役所等事務分掌規則及び北九州市職員
の兼務に関する規則の一部を改正する規則

（北九州市区役所等事務分掌規則の一部改正）
第１条 北九州市区役所等事務分掌規則（昭和４３年北九州市
規則第７６号）の一部を次のように改正する。

市民係（小倉北区役所及び八幡西区役所を除
第２条市民課市民第一係（小倉北区役所及び八幡西区役所

市民第二係（小倉北区役所及び八幡西区役所
く。）
に限る。）の項第３号中「附票の写し及び」を「記録事項証
に限る。）
明書、」に改め、「戸籍謄抄本」の次に「及び戸籍の附票の
写し」を、「交付」の次に「（戸籍の記録事項証明書の交付
にあっては、門司区役所、八幡東区役所及び八幡西区役所を
除く。）」を加え、同項第５号中「戸籍謄抄本等」を「戸籍

松ケ江出張所（門司区役
大里出張所（門司区役所
曽根出張所（小倉南区役
両谷出張所（小倉南区役

の記録事項証明書等」に改め、同条東谷出張所（小倉南区役
島郷出張所（若松区役所
折尾出張所（八幡西区役
上津役出張所（八幡西区
八幡南出張所（八幡西区

所）
）
所）
所）
所） の項第４号中「附票の写し及び」を「記録事項証明書
）
所）
役所）
役所）
、」に改め、「戸籍謄抄本」の次に「及び戸籍の附票の写し
」を、「交付」の次に「（戸籍の記録事項証明書の交付にあ
っては、曽根出張所、両谷出張所、東谷出張所及び島郷出張
所に限る。）」を加える。
（北九州市職員の兼務に関する規則の一部改正）

第２条 北九州市職員の兼務に関する規則（平成８年北九州市
規則第７６号）の一部を次のように改正する。
第２条中第６号を第７号とし、第１号から第５号までを１

号ずつ繰り下げ、同条に第１号として次の１号を加える。
（１） 戸籍の記録事項証明書の交付に関すること。
付 則

この規則は、平成１７年６月２７日から施行する。

告 示

北九州市告示第４８２号
北九州市大学等誘致及び整備促進補助金交付要綱の一部を改

正する告示を次のように定める。
平成１７年６月８日

北九州市長 末 吉 興 一
北九州市大学等誘致及び整備促進補助金交付要綱
の一部を改正する告示
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北九州市大学等誘致及び整備促進補助金交付要綱（平成元年
北九州市告示第１１５号）の一部を次のように改正する。
第４条第１項第１号中「場合」の次に「（市外の既設の大学

に学部又は大学院を設置する場合で市内に当該大学の学部又は
大学院を初めて設置するときを含む。）」を加え、同条第２項
中「既設の」を「市内の既設の」に改め、同項に次のただし書
を加える。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。
（１） 大学の大学院の設置又は収容定員の増加に伴い、市
内の既設の大学等の学部、学科又は専門課程の廃止等を行
ったとき。

（２） 大学の学部の設置又は収容定員の増加に伴い、市内
の既設の短期大学若しくは高等専門学校の学科又は専修学
校の専門課程の廃止等を行ったとき。

（３） 短期大学又は高等専門学校の学科の設置又は収容定
員の増加に伴い、市内の既設の専修学校の専門課程の廃止
等を行ったとき。
付 則

（施行期日）
１ この告示は、平成１７年６月８日から施行する。
（経過措置）

２ 改正後の第４条第１項及び第２項の規定は、この告示の施
行の日以後に補助金の交付の申請をする者について適用し、
同日前に交付の申請をした者については、なお従前の例によ
る。

北九州市告示第４８４号
北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告

示第７８－１０号）の一部を次のように改正する。
平成１７年６月１０日

北九州市長 末 吉 興 一
４ 臨港交通施設の橋りょうの表の門司の項中

「
田野浦原田川 門司区新開 14.74 30.00 アスフ
橋 地先 ァルト を

舗装
」

「
田野浦原田川 門司区新開 14.74 30.00 アスフ
橋 地先 ァルト

に
舗装

平安川歩道橋 門司区東港 12.25 3.50 中路式
町 木床版

」
改める。
１１ 港湾環境整備施設の便所の表の門司の項中

「

を
太刀浦東公園 門司区太刀浦 鉄筋コンクリ 14.85
公衆便所 海岸 ート造

」
「

太刀浦東公園 門司区太刀浦 鉄筋コンクリ 14.85
公衆便所 海岸 ート造

に
旧門司遊歩道 門司区旧門司 鉄筋コンクリ 9.91
緑地公衆便所 一丁目 ート造

」
改める。
１１ 港湾環境整備施設の緑地の表の門司の項中

「
太刀浦東公園緑地 門司区太刀浦海岸 6,565.94 を

」
「

太刀浦東公園緑地 門司区太刀浦海岸 6,565.94

に
旧門司遊歩道緑地 門司区東港町～旧 6,561.10

門司二丁目
」

改める。

北九州市告示第４８５号
北九州市自転車の放置の防止に関する条例（平成元年北九州

市条例第８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定によ
り放置自転車を移動し、保管したので、同条例第１３条第１項
の規定により次のとおり告示する。

平成１７年６月１３日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 移動し、保管した自転車が放置されていた場所、移動し、
保管した自転車の台数、移動し、保管した年月日並びに保管
及び返還を行う場所
別表のとおり

２ 返還事務を行う時間
月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで
土曜日 午後１時から午後５時まで
ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７

８号）に規定する休日は、返還事務を行わない。
３ 問合せ先

北九州市小倉北区城内１番１号
北九州市建設局総務部管理課（電話５８２－２２７１）

４ 返還を受けるために必要な事項
自転車の返還を受けようとする者は、自己の住所及び氏名

並びに当該自転車の利用者等であることを証明するものを提
示しなければならない。

５ その他
この告示に係る自転車について、この告示の日から起算し

て６月を経過しても利用者等が当該自転車を引き取らない場
合は、北九州市において処分する。

別表

移動し、保管し 移動し、 移動し、 保管及び返還を行う
た自転車が放置 保管した 保管した 場所
されていた場所 自転車の 年月日

台数

ＪＲ門司港駅周 平成１７ 北九州市門司区西海
辺地区自転車放 ６台 年５月１ 岸一丁目３番
置禁止区域 ６日 西海岸自転車保管所

ＪＲ小倉駅周辺 平成１７ 北九州市小倉北区青
地区自転車放置 ２１台 年５月２ 葉二丁目１番
禁止区域 ３日 青葉自転車保管所

平成１７
１４２台 年５月１

０日

ＪＲ南小倉駅周 平成１７ 北九州市小倉南区下
辺地区自転車放 １０台 年５月１ 城野一丁目１番
置禁止区域 ８日 下城野自転車保管所
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モノレール徳力 平成１７ 北九州市小倉南区八
嵐山口停留場周 １５台 年５月２ 重洲町１６番
辺地区自転車放 ５日 八重洲自転車保管所
置禁止区域

ＪＲ下曽根駅周 平成１７ 北九州市小倉南区八
辺地区自転車放 ３７台 年５月１ 重洲町１６番
置禁止区域 ２日 八重洲自転車保管所

若松渡船場周辺 平成１７ 北九州市若松区響南
地区自転車放置 １０台 年５月２ 町８番
禁止区域 ４日 小石自転車保管所

ＪＲ八幡駅周辺 平成１７ 北九州市八幡西区築
地区自転車放置 １０台 年５月１ 地町１０番
禁止区域 ９日 築地自転車保管所

ＪＲ折尾駅周辺 平成１７ 北九州市八幡西区長
地区自転車放置 ６１台 年５月１ 崎町２番
禁止区域 １日 長崎町自転車保管所

ＪＲ陣原駅周辺 平成１７ 北九州市八幡西区長
地区自転車放置 ２４台 年５月１ 崎町２番
禁止区域 ７日 長崎町自転車保管所

ＪＲ九州工大前 平成１７ 北九州市戸畑区三六
駅周辺地区自転 ４０台 年５月１ 町１３番
車放置禁止区域 ３日 三六自転車保管所

ＪＲ黒崎駅周辺 平成１７ 北九州市八幡西区築
地区自転車放置 ５３台 年５月２ 地町１０番
禁止区域 ０日 築地自転車保管所

ＪＲ戸畑駅周辺 平成１７ 北九州市戸畑区三六
地区自転車放置 ５７台 年５月９ 町１３番
禁止区域 日 三六自転車保管所

ＪＲ本城駅周辺 平成１７ 北九州市八幡西区長
地区自転車放置 １６台 年５月２ 崎町２番
禁止区域 ７日 長崎町自転車保管所

ＪＲ西小倉駅周 平成１７ 北九州市小倉北区青
辺地区自転車放 ３７台 年５月２ 葉二丁目１番
置禁止区域 ６日 青葉自転車保管所

北九州市告示第４８６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１

項の規定により、不動産又は不動産に関する権利等を保有する
地縁による団体を次のとおり認可した。

平成１７年６月１３日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 名称
若松区第３９区花野路自治区会

２ 規約に定める目的
地域的な共同活動を行うことにより、良好な地域社会の維

持及び形成に資すること。
３ 区域

北九州市若松区花野路一丁目１番１２号から三丁目１８番

まで
４ 事務所

代表者の自宅に置く。
５ 代表者の氏名及び住所

氏名 佐伯祐司
住所 北九州市若松区花野路二丁目７番１６号

６ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無及び職務代行
者の選任の有無
代表者の職務執行の停止の有無 なし
職務代行者の選任の有無 なし

７ 代理人の有無 なし
８ 規約に定める解散事由

地方自治法第２６０条の２第１５項において準用する民法
（明治２９年法律第８９号）第６８条第１項第３号及び第４
号並びに第２項の規定による。

９ 認可年月日
平成１７年６月１３日

北九州市告示第４８７号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条の

４６第４項の規定に基づき、次の各表の第１欄に掲げる箇所に
設置された区出納員をして同表の第３欄に掲げる区分任出納員
に、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの期間
、同表の第２欄に掲げる箇所において取り扱う保育料の収納事
務を委任させた。

平成１７年６月１４日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 門司区

門司区役所 北九州市門司区清滝 みなと保育所
保健福祉課 一丁目８番５号 所長 吉岡優子

みなと保育所

門司区役所 北九州市門司区南本 すみれ保育所
保健福祉課 町３番２号 所長 久永由美子

すみれ保育所

門司区役所 北九州市門司区清滝 清滝保育園
保健福祉課 五丁目３番５号 園長 樋口恵美代

清滝保育園

門司区役所 北九州市門司区東本 古城保育園
保健福祉課 町二丁目４番７号 園長 宇都宮ヒロ子

古城保育園

門司区役所 北九州市門司区藤松 藤松保育園
保健福祉課 二丁目２番３６号 園長 広吉八重美

藤松保育園

門司区役所 北九州市門司区上馬 花かご保育園
保健福祉課 寄一丁目５番２号 園長 中村尋子

花かご保育園

門司区役所 北九州市門司区大字 ルンビニ－保育園
保健福祉課 大積８３７番地 園長 大沼信隆

ルンビニ－保育園

門司区役所 北九州市門司区恒見 恒見保育園
保健福祉課 町２３番１号 園長 松岡悦子

恒見保育園
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門司区役所 北九州市門司区大里 萩ケ丘保育園
保健福祉課 戸ﾉ 上三丁目９番２ 園長 秋吉玲子

６号
萩ケ丘保育園

門司区役所 北九州市門司区下二 大川保育園
保健福祉課 十町１番２８号 園長 道原久子

大川保育園

門司区役所 北九州市門司区白野 白野江保育園
保健福祉課 江三丁目２１番１４ 園長 藤富孝雄

号
白野江保育園

門司区役所 北九州市門司区不老 門司みどり園
保健福祉課 町二丁目２番２５号 園長 本松幹正

門司みどり園

門司区役所 北九州市門司区大里 広済寺保育園
保健福祉課 東四丁目１１番１１ 園長 嶋田法宣

号
広済寺保育園

門司区役所 北九州市門司区別院 鎮西保育園
保健福祉課 ６番４８号 園長 矢鳴哲雄

鎮西保育園

門司区役所 北九州市門司区大里 西光保育園
保健福祉課 本町一丁目６番１３ 園長 西 敏昭

号
西光保育園

２ 小倉北区

小倉北区役 北九州市小倉北区弁 清水保育所
所保健福祉 天町１０番１号 所長 山崎清美
課 清水保育所

小倉北区役 北九州市小倉北区金 到津保育所
所保健福祉 鶏町５番３３号 所長 村上珠恵
課 到津保育所

小倉北区役 北九州市小倉北区上 上富野保育所
所保健福祉 富野三丁目１８番７ 所長 吉岡勢子
課 号

上富野保育所

小倉北区役 北九州市小倉北区新 おぐまの保育所
所保健福祉 高田一丁目１０番３
課 号 所長 中山慶子

おぐまの保育所

小倉北区役 北九州市小倉北区南 南丘保育所
所保健福祉 丘二丁目１５番１号 所長 岸本洋子
課 南丘保育所

小倉北区役 北九州市小倉北区明 三萩野保育園
所保健福祉 和町５番９号 園長 北田眞澄
課 三萩野保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区馬 小倉北ふれあい保育
所保健福祉 借一丁目７番１号 所（乳児部）
課 小倉北ふれあい保育 所長 近藤信子

所（乳児部）

小倉北区役 北九州市小倉北区馬 小倉北ふれあい保育
所保健福祉 借一丁目７番１号 所（夜間部）
課 小倉北ふれあい保育 所長 酒井義秀

所（夜間部）

小倉北区役 北九州市小倉北区長 長浜保育園
所保健福祉 浜町８番１３号 園長 岡村うめ子
課 長浜保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区下 到津乳児保育園
所保健福祉 到津三丁目７番３６ 園長 内藤典子
課 号

到津乳児保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区上 あおば乳児保育園
所保健福祉 富野三丁目９番３２ 園長 仁保栲子
課 号

あおば乳児保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区金 金田保育園
所保健福祉 田一丁目１番１０号 園長 岡村信久
課 金田保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区緑 光沢寺保育園
所保健福祉 ケ丘一丁目８番１４ 園長 藤岡昭正
課 号

光沢寺保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区下 愛の園保育園
所保健福祉 到津二丁目１５番２ 園長 藤岡幹隆
課 ５号

愛の園保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区三 三郎丸保育園
所保健福祉 郎丸二丁目９番３号 園長 中森之雄
課 三郎丸保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区貴 貴船保育園
所保健福祉 船町９番５号 園長 松井敬子
課 貴船保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区三 れんげ乳児保育園
所保健福祉 萩野二丁目８番２３ 園長 網田明美
課 号

れんげ乳児保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区足 足原だきしめ保育園
所保健福祉 原一丁目７番１号 園長 梶原嘉人
課 足原だきしめ保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区明 キンダーポート保育
所保健福祉 和町１番２号 園
課 キンダーポート保育 園長 林田猛利

園
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小倉北区役 北九州市小倉北区神 神岳保育園
所保健福祉 岳二丁目１０番３１ 園長 酒井光義
課 号

神岳保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区三 片野保育園
所保健福祉 萩野一丁目１２番２ 園長 内田貞子
課 ４号

片野保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区宇 西教寺乳児保育園
所保健福祉 佐町一丁目５番３０ 園長 日野真人
課 号

西教寺乳児保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区井 井堀保育園
所保健福祉 堀二丁目７番１号 園長 實松冨喜子
課 井堀保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区高 高坊保育園
所保健福祉 坊一丁目７番３号 園長 和田洋子
課 高坊保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区昭 れんげの花保育園
所保健福祉 和町１６番３号 園長 黒田幸裕
課 れんげの花保育園

小倉北区役 北九州市小倉北区中 光沢寺第二保育園
所保健福祉 井二丁目４番３３号 園長 藤岡佐規子
課 光沢寺第二保育園

３ 小倉南区

小倉南区役 北九州市小倉南区若 若園保育所
所保健福祉 園三丁目２番１０号 所長 本幡良子
課 若園保育所

小倉南区役 北九州市小倉南区北 北方保育所
所保健福祉 方二丁目１６番１０ 所長 熊谷章子
課 号

北方保育所

小倉南区役 北九州市小倉南区横 あさひ保育園
所保健福祉 代北町一丁目５番２ 園長 下原 孝
課 ０号

あさひ保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区長 双葉保育園
所保健福祉 行東三丁目１３番１ 園長 田中喜八郎
課 ７号

双葉保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区上 白鳩保育園
所保健福祉 吉田三丁目１８番１ 園長 中村美加恵
課 号

白鳩保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区企 きくが丘保育園
所保健福祉 救丘四丁目１３番１ 園長 藤上良昭

課 号
きくが丘保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区徳 広徳保育園
所保健福祉 力団地１番１号 園長 天本タヅ子
課 広徳保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区津 曽根保育園
所保健福祉 田新町一丁目４番２ 園長 小河原正澄
課 ６号

曽根保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区八 みのり保育園
所保健福祉 幡町１１番７号 園長 西村良樹
課 みのり保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区城 専城乳児保育園
所保健福祉 野四丁目５番２１号 園長 村上祐子
課 専城乳児保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区沼 あけぼの保育園
所保健福祉 緑町二丁目１番３９ 園長 北野久美
課 号

あけぼの保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区大 おぶね保育園
所保健福祉 字山本３４６番地の 園長 有野俊文
課 ３

おぶね保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区中 ひかり保育園
所保健福祉 曽根一丁目７番２号 園長 日野三千代
課 ひかり保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区北 光法保育園
所保健福祉 方二丁目２０番１７ 園長 橘原淳信
課 号

光法保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区隠 こじか保育園
所保健福祉 蓑５番１０号 園長 山﨑敏博
課 こじか保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区大 洗心保育園
所保健福祉 字貫７９５ 園長 海野俊雄
課 番地の１

洗心保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区富 花園保育園
所保健福祉 士見一丁目５番３８ 園長 伊賀良昌山
課 号

花園保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区守 守恒保育園
所保健福祉 恒二丁目６番１号 園長 仁科八重子
課 守恒保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区朽 朽網保育園
所保健福祉 網東一丁目９番３８ 園長 平井栄二
課 号
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朽網保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区横 高倉保育園
所保健福祉 代南町四丁目３番１ 園長 森山直哉
課 号

高倉保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区大 竜光保育園
所保健福祉 字新道寺１４９番地 園長 深川信教
課 の１

竜光保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区湯 聖母園保育園
所保健福祉 川五丁目１０番３３ 園長 平田三好
課 号

聖母園保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区大 旭ケ丘保育園
所保健福祉 字木下８番地の５ 園長 鎌田和朗
課 旭ケ丘保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区上 日豊保育園
所保健福祉 葛原一丁目１２番２ 園長 仰木喜信
課 ５号

日豊保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区中 大浜保育園
所保健福祉 曽根東四丁目１９番 園長 宮元ヨシ子
課 ８号

大浜保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区中 三ツ葉保育園
所保健福祉 吉田一丁目１８番７ 園長 藤井英和
課 号

三ツ葉保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区志 ゆたか保育園
所保健福祉 徳二丁目１番８号 園長 松口絹子
課 ゆたか保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区高 のぞみ保育園
所保健福祉 野一丁目３番３号 園長 境目智義
課 のぞみ保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区津 みずほ野保育園
所保健福祉 田一丁目１３番１０ 園長 恵原起世子
課 号

みずほ野保育園

小倉南区役 北九州市小倉南区重 城野保育園
所保健福祉 住一丁目８番２０号 園長 山口英子
課 城野保育園

４ 若松区

若松区役所 北九州市若松区二島 二島保育所
保健福祉課 三丁目３番５９号 所長 伊藤知恵子

二島保育所

若松区役所 北九州市若松区原町 小石保育所

保健福祉課 ９番３５号 所長 酒井静子
小石保育所

若松区役所 北九州市若松区原町 原町乳児保育所
保健福祉課 １２番３４号 所長 長畑洋子

原町乳児保育所

若松区役所 北九州市若松区 古前保育所
保健福祉課 大字藤木２６２番地 所長 荻野いくの

の２
古前保育所

若松区役所 北九州市若松区今光 石峰保育所
保健福祉課 一丁目１９番２５号 所長 河野フヂヨ

石峰保育所

若松区役所 北九州市若松区東二 日吉保育園
保健福祉課 島二丁目１６番６号 園長 伊髙繁男

日吉保育園

若松区役所 北九州市若松区老松 若松乳児保育所
保健福祉課 一丁目９番１１号 所長 濵崎正子

若松乳児保育所

若松区役所 北九州市若松区大字 松美保育園
保健福祉課 安屋２４３７番地 園長 久保操

松美保育園

若松区役所 北九州市若松区高須 高須保育園
保健福祉課 南五丁目２番３０号 園長 植山敏泰

高須保育園

若松区役所 北九州市若松区畠田 鴨生田保育園
保健福祉課 三丁目１番５０号 園長 松尾副充

鴨生田保育園

若松区役所 北九州市若松区大字 大鳥居保育園
保健福祉課 大鳥居１７番地の１ 園長 小野ヨシ子

大鳥居保育園

５ 八幡東区

八幡東区役 北九州市八幡東区祇 八幡東さくら保育所
所保健福祉 園一丁目５番１号 所長 末永加代子
課 八幡東さくら保育所

八幡東区役 北九州市八幡東区中 高槻保育園
所保健福祉 尾三丁目５番１１号 園長 小田照明
課 高槻保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区槻 杉の実乳児保育園
所保健福祉 田二丁目１１番１０ 園長 杉園恵子
課 号

杉の実乳児保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区松 清心保育園
所保健福祉 尾町３番２７号 園長 境目操
課 清心保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区槻 ふたば保育園
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所保健福祉 田一丁目４番５０号 園長 松田トシ子
課 ふたば保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区大 神田杉の実保育園
所保健福祉 蔵三丁目２番１８号 園長 岡本エミ子
課 神田杉の実保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区天 小百合保育園
所保健福祉 神町３番２号 園長 末松津禰美
課 小百合保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区春 春の町保育園
所保健福祉 の町四丁目３番８号 園長 北関恵子
課 春の町保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区山 つばさ保育園
所保健福祉 王二丁目１８番８号 園長 金原ひとみ
課 つばさ保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区高 高見の森保育園
所保健福祉 見五丁目３番６号 園長 杉園弘充
課 高見の森保育園

八幡東区役 北九州市八幡東区祝 大蔵保育園
所保健福祉 町一丁目１３番３号 園長 安藤和子
課 大蔵保育園

６ 八幡西区

八幡西区役 北九州市八幡西区青 萩原保育所
所保健福祉 山一丁目７番３４号 所長 松本信子
課 萩原保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区光 折尾丸山保育所
所保健福祉 明二丁目５番２７号 所長 小金丸順子
課 折尾丸山保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区陣 陣山乳児保育所
所保健福祉 山三丁目５番２０号 所長 高野富子
課 陣山乳児保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区陣 陣原保育所
所保健福祉 原三丁目２３番９号 所長 山本幸子
課 陣原保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区八 永犬丸保育所
所保健福祉 枝三丁目８番１号 所長 内納和子
課 永犬丸保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区則 東筑保育所
所保健福祉 松二丁目９番１号
課 東筑保育所 所長 石川清隆

八幡西区役 北九州市八幡西区真 楠橋保育所
所保健福祉 名子一丁目１１番２ 所長 中野睦子
課 ０号 楠橋保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区楠 うさぎ保育所
所保健福祉 橋南一丁目１０番２ 所長 今福すい子
課 ２号 うさぎ保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区三 旭ケ丘保育園
所保健福祉 ケ森四丁目４番１号 園長 西村松子
課 旭ケ丘保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区本 マリア保育園
所保健福祉 城東三丁目２番３５ 園長 佐々木信幸
課 号

マリア保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区幸 幸神保育園
所保健福祉 神四丁目４番１２号 園長 田中信寛
課 幸神保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区中 さかえ保育園
所保健福祉 須二丁目３番１７号 園長 夜部辰男
課 さかえ保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区山 熊西保育園
所保健福祉 寺町１番１８号 園長 猪股俊明
課 熊西保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区塔 塔野保育園
所保健福祉 野一丁目２番７号 園長 金原秀樹
課 塔野保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区藤 藤田保育園
所保健福祉 田一丁目５番２８号 園長 後根泰定
課 藤田保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区陣 光保育園
所保健福祉 山三丁目９番２８号 園長 江田正行
課 光保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区町 済美保育園
所保健福祉 上津役西四丁目９番 園長 中原清子
課 ５０号

済美保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区別 別所保育園
所保健福祉 所町３番５３号 園長 山本博文
課 別所保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区則 則松保育園
所保健福祉 松六丁目７番２１号 園長 幸村隆德
課 則松保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区千 本城西保育園
所保健福祉 代ケ崎二丁目１２番 園長 橘原智司
課 ２４号

本城西保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区浅 浅川保育園
所保健福祉 川二丁目１７番３７ 園長 上原正靖
課 号

浅川保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区本 若竹保育園
所保健福祉 城東一丁目１０番２ 園長 岩橋竹美
課 １号
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若竹保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区池 池田保育園
所保健福祉 田二丁目３番２６号 園長 伊藤 悦子
課 池田保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区大 杉の子保育園
所保健福祉 字野面１２８３番地 園長 中島 睦世
課 杉の子保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区木 木屋瀬保育園
所保健福祉 屋瀬三丁目５番５３ 園長 鷲峰秀敦
課 号

木屋瀬保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区岩 岩崎保育園
所保健福祉 崎二丁目７番１号 園長 新川雅俊
課 岩崎保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区香 聖愛保育園
所保健福祉 月西二丁目４番３５ 園長 山本文雄
課 号

聖愛保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区若 引野保育園
所保健福祉 葉二丁目１８番１号 園長 坂井浩司
課 引野保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区東 鳴水保育園
所保健福祉 鳴水二丁目１２番３ 園長 岡田祐子
課 ４号

鳴水保育所

八幡西区役 北九州市八幡西区大 栄美保育園
所保健福祉 浦二丁目１４番７号 園長 豊島鈴子
課 栄美保育園

八幡西区役 北九州市八幡西区里 いちご保育園
所保健福祉 中二丁目１７番４号 園長 坂本栄子
課 いちご保育園

７ 戸畑区

戸畑区役所 北九州市戸畑区中原 中原保育所
保健福祉課 東一丁目２２番２２ 所長 青野秀美

号
中原保育所

戸畑区役所 北九州市戸畑区中原 西中原保育所
保健福祉課 西二丁目６番１３号 所長 石井百合代

西中原保育所

戸畑区役所 北九州市戸畑区牧山 牧山保育所
保健福祉課 一丁目１番４号 所長 望月孝子

牧山保育所

戸畑区役所 北九州市戸畑区浅生 千防保育所
保健福祉課 二丁目１番２号 所長 内田リツ子

千防保育所

戸畑区役所 北九州市戸畑区東大 戸畑わかば園
保健福祉課 谷一丁目１３番１０ 園長 酒井 孝

号
戸畑わかば園

戸畑区役所 北九州市戸畑区中本 ナオミ愛児園
保健福祉課 町１２番３４号 園長 平沢 茂

ナオミ愛児園

北九州市告示第５１２号
次の水路の供用を廃止する。
その関係図面は、告示の日から２週間北九州市小倉北区役所

まちづくり整備課において、一般の縦覧に供する。
平成１７年６月２０日

北九州市長 末 吉 興 一

廃止する区間 幅 員 延 長 面 積

北九州市小倉北区板櫃町１４ ｍ ｍ ㎡
２８番１地先から北九州市小
倉北区板櫃町１４１１番１０ 0.73 17.91 13.07
地先まで

北九州市告示第５２６号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の１７第

１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので、同法
第２１条の２３の規定により次のとおり告示する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

事業所の名称及 事業者の名称、主たる 指定年月日
び所在地 事務所の所在地及び代

表者の氏名

ヘルパーステー 株式会社ウェルネット 平成１７年
ション福寿 ２１ ７月１日
北九州市小倉北 北九州市小倉北区吉野
区吉野町１０番 町１０番２５号２階Ｅ
２５号２階Ｅ 船元福吉

ヘルパーステー 有限会社一文字 平成１７年
ションささ 北九州市小倉南区北方 ７月１日
北九州市小倉南 四丁目３番１０号
区北方四丁目３ 佐々木光男
番１０号１階

ケアステーショ 合資会社ねむの木 平成１７年
ン 北九州市小倉南区徳吉 ７月１日
ねむの木 東五丁目１番１０号
北九州市小倉南 田尻俊久
区徳吉東五丁目
１番１０号

協和介護八幡事 協和産業株式会社 平成１７年
業所 北九州市小倉南区蒲生 ７月１日
北九州市八幡西 一丁目１番２５号
区鷹の巣一丁目 池永敏幸
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１８番１０－１
０３号

介護サービス八 有限会社八光 平成１７年
光 北九州市八幡東区竹下 ７月１日
北九州市八幡東 町８番４号
区竹下町８番４ 中嶋政洋
号

ヘルパーステー 有限会社リリーフ 平成１７年
ションらん 北九州市八幡西区上上 ７月１日
北九州市八幡西 津役一丁目４４４－１
区 西田珠江
市瀬一丁目２番
６号

北九州市告示第５２７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の

規定に基づき指定居宅支援事業者から変更の届出があったので
、同法第２１条の２３の規定により次のとおり告示する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

変更 事業所の名 変更 事業所の所在地 変更年月
前後 称 前後 日
の別 の別

ヘルパーセンター 前 北九州市八幡西 平成１６
あんしん介護 区沖田一丁目１ 年３月１

３番１６号 ５日

後 北九州市八幡西
区町上津役東二
丁目１番７号

前 有限会社な 北九州市八幡西区馬場 平成１７
ごみ介護サ 山東二丁目１０番５号 年６月１
ービス 日

後 なごみ介護
サービス

北九州市告示第５２８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の

１７第１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので
、同法第１７条の２３の規定により次のとおり告示する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

事業所の名称及 事業者の名称、主たる 指定年月日
び所在地 事務所の所在地及び代

表者の氏名

ヘルパーステー 株式会社ウェルネット 平成１７年
ション福寿 ２１ ７月１日
北九州市小倉北 北九州市小倉北区吉野

区吉野町１０番 町１０番２５号２階Ｅ
２５号２階Ｅ 船元福吉

ヘルパーステー 有限会社一文字 平成１７年
ションささ 北九州市小倉南区北方 ７月１日
北九州市小倉南 四丁目３番１０号
区北方四丁目３ 佐々木光男
番１０号１階

ケアステーショ 合資会社ねむの木 平成１７年
ン 北九州市小倉南区徳吉 ７月１日
ねむの木 東五丁目１番１０号
北九州市小倉南 田尻俊久
区徳吉東五丁目
１番１０号

協和介護八幡事 協和産業株式会社 平成１７年
業所 北九州市小倉南区蒲生 ７月１日
北九州市八幡西 一丁目１番２５号
区鷹の巣一丁目 池永敏幸
１８番１０－１
０３号

介護サービス八 有限会社八光 平成１７年
光 北九州市八幡東区竹下 ７月１日
北九州市八幡東 町８番４号
区竹下町８番４ 中嶋政洋
号

ヘルパーステー 有限会社リリーフ 平成１７年
ションらん 北九州市八幡西区上上 ７月１日
北九州市八幡西 津役一丁目４４４－１
区市瀬一丁目２ 西田珠江
番６号

北九州市告示第５２９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の

２０の規定に基づき指定居宅支援事業者から変更の届出があっ
たので、同法第１７条の２３の規定により次のとおり告示する
。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

変更 事業所の名 変更 事業所の所在地 変更年月
前後 称 前後 日
の別 の別

ヘルパーセンター 前 北九州市八幡西 平成１６
あんしん介護 区沖田一丁目１ 年３月１

３番１６号 ５日

後 北九州市八幡西
区町上津役東二
丁目１番７号

前 有限会社な 北九州市八幡西区馬場 平成１７
ごみ介護サ 山東二丁目１０番５号 年６月１
ービス 日
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後 なごみ介護
サービス

北九州市告示第５３０号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の１

７第１項の規定に基づき指定居宅支援事業者を指定したので、
同法第１５条の２３の規定により次のとおり告示する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

事業所の名称及 事業者の名称、主たる 指定年月日
び所在地 事務所の所在地及び代

表者の氏名

ヘルパーステー 株式会社ウェルネット 平成１７年
ション福寿 ２１ ７月１日
北九州市小倉北 北九州市小倉北区吉野
区吉野町１０番 町１０番２５号２階Ｅ
２５号２階Ｅ 船元福吉

ヘルパーステー 有限会社一文字 平成１７年
ションささ 北九州市小倉南区北方 ７月１日
北九州市小倉南 四丁目３番１０号
区北方四丁目３ 佐々木光男
番１０号１階

ケアステーショ 合資会社ねむの木 平成１７年
ン 北九州市小倉南区徳吉 ７月１日
ねむの木 東五丁目１番１０号
北九州市小倉南 田尻俊久
区徳吉東五丁目
１番１０号

協和介護八幡事 協和産業株式会社 平成１７年
業所 北九州市小倉南区蒲生 ７月１日
北九州市八幡西 一丁目１番２５号
区鷹の巣一丁目 池永敏幸
１８番１０－１
０３号

介護サービス八 有限会社八光 平成１７年
光 北九州市八幡東区竹下 ７月１日
北九州市八幡東 町８番４号
区竹下町８番４ 中嶋政洋
号

ヘルパーステー 有限会社リリーフ 平成１７年
ションらん 北九州市八幡西区上上 ７月１日
北九州市八幡西 津役一丁目４４４－１
区市瀬一丁目２ 西田珠江
番６号

北九州市告示第５３１号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２

０の規定に基づき指定居宅支援事業者から変更の届出があった
ので、同法第１５条の２３の規定により次のとおり告示する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

居宅介護

変更 事業所の名 変更 事業所の所在地 変更年月
前後 称 前後 日
の別 の別

ヘルパーセンター 前 北九州市八幡西 平成１６
あんしん介護 区沖田一丁目１ 年３月１

３番１６号 ５日

後 北九州市八幡西
区町上津役東二
丁目１番７号

前 有限会社な 北九州市八幡西区馬場 平成１７
ごみ介護サ 山東二丁目１０番５号 年６月１
ービス 日

後 なごみ介護
サービス

北九州市告示第５３２号
北九州市営住宅条例（平成９年北九州市条例第３４号）第３

条の規定により、市営住宅の名称及び位置を次のように定める
。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

名 称 位 置

長浜市営住宅 北九州市小倉北区長浜町

北九州市告示第５３３号
地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２５条

第１項の規定に基づき、公立大学法人北九州市立大学の中期目
標を次のとおり定めた。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

公立大学法人北九州市立大学中期目標
公立大学法人北九州市立大学は、産業技術の蓄積、アジア

との交流の歴史、環境問題への取組といった北九州地域の特
性を活かし、①豊かな未来に向けた開拓精神に溢れる人材の
育成、②地域に立脚した高度で国際的な学術研究拠点の形成
、③地域の産業、文化、社会の発展と魅力の創出への貢献、
④アジアをはじめとする世界の人類と社会の発展への貢献を
基本理念とする。
この基本理念の実践に向けて、次の基本的な目標を掲げ、

これを達成するための中期目標を定める。
基本的な目標
１ 教育

質の高い教養教育と専門教育を学生に提供し、豊かな教
養と国際感覚に加え、確かな専門性を兼ね備えた人材を育
成する。また、２１世紀のフロンティアを切り開く高度な
専門知識を持つ職業人と優れた研究能力を持つ人材を育成
する。

２ 研究
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先端的、学際的な領域では、特色ある分野の研究におい
て国際水準の研究成果を創出するとともに、各専門分野で
は、国内をリードする研究の達成を図る。

３ 社会貢献
地域社会の教育的、経済的、文化的なニーズに応えて、

教育研究の成果を積極的に地域社会に還元し、地域社会の
課題解決と地域活力の創造に貢献する。また、国際的な学
術交流と人材育成を通じて、アジアをはじめとする国際社
会の発展に貢献する。

４ 組織運営
迅速で柔軟な意思決定システムと点検・評価の体制を構

築し、常に組織運営の改善を図る。また、地域社会に期待
される大学としての説明責任を果たすとともに、運営の透
明性の確保に努める。

第１ 中期目標の期間
平成１７年４月１日から平成２３年３月３１日までの６

年間
第２ 教育研究の質の向上に関する目標
１ 教育
(1) 教育内容と成果
ア 学部における教養教育では、大学での学習への適応
力と学習意欲を高め、英語などによるコミュニケーシ
ョン能力、ＩＴ活用能力、課題解決に向けた実践的な
能力を重点的にはぐくむとともに、学部専門教育のた
めの基礎能力を養う。

イ 学部における専門教育では、それぞれの分野におけ
る専門基礎学力の修得を図るとともに、広い視野から
物事を俯瞰できる能力と社会で通用する実践的な能力

ふ か ん

をより高める。
ウ 大学院教育では、それぞれの専門領域における優れ
た研究能力と高度な専門知識に加えて、学際的視野と
国際性を身に付けさせ、アジアをはじめとした国際社
会や北九州地域の発展に貢献できる人材を養成する。

エ 専門的知識と能力の育成に特化した実践的な教育を
実施し、マネジメント能力に優れた高度専門職業人を
養成する。

(2) 教育方法と学習指導
ア 各学部・大学院の教育目標を実現する体系的な教育
課程に即した多様で効果的な授業形態や学習指導方法
により、学生にとって魅力ある授業を提供する。

イ 学生が主体的な学習に十分取り組むことができるよ
うに、学習相談・学習支援の体制を整備する。

ウ 授業科目の到達目標と成績評価基準を明示し、学生
の学習意欲を高める成績評価システムを構築する。

エ 学生による授業評価など教育活動の評価システムの
導入、教員の組織的な研修の実施などにより教育の質
の向上と改善を図る。

(3) 優秀な学生の確保
ア 大学の育成すべき学生像に沿って学生の受入れ方針
を明確に定め、多様な選抜方法を開発し、導入する。

イ 大学院においては、他大学や海外の大学の出身者、
職業経験者の入学を促す方策を講じる。

(4) 学生への生活支援・就職支援
ア キャンパス生活の充実に向けて、学生の生活相談、
進路相談、メンタルヘルスなどに的確に応えることが
できる支援体制を整備するとともに、学内外における
学生の自主的活動への支援を強化する。

イ 学生の就職活動への相談・支援の体制を強化する。
(5) 教育の実施体制の整備

教育研究の進展、時代の変化、社会的要請に柔軟に対

応するとともに、大学の教育目標を実現するために必要
な教育研究組織を整備する。

２ 研究
(1) 目指すべき研究の方向と水準
ア 学術文化の探求を通じて社会と地域の発展に寄与す
るため、研究活動の高度化を図る。

イ 次世代産業の創出や地域産業の高度化につながる分
野、公共政策などの地域の課題に関する実践的な分野
、地理的近接性がある東アジア地域をテーマとした分
野などを重点研究分野として、個性的な研究活動を展
開する。

(2) 研究の実施体制の整備
ア 学内外での横断的な共同研究を活発化させるなど、
研究の実施体制を強化する。

イ 全学的な観点から、重点研究分野に弾力的に教員を
活用できる体制を整備する。また、特徴的で質の高い
研究ができるように、効果的な研究環境を整備する。

ウ 産学官の連携による優れた研究成果を地域社会に還
元し、地域の課題解決や地域産業の活性化に寄与する
。また、産学官の連携を推進するに当たり、利益相反
に関する方針・ルールを整備する。

(3) 研究評価と成果の管理
ア 研究成果や業績などの評価システムを導入し、評価
結果を研究の質の向上につなげる体制を構築する。

イ 知的財産の創出、取得、管理、活用を推進する体制
を整備する。

３ 社会貢献
(1) 教育機関との連携
ア 北九州市立大学が中心となって、北九州地域におけ
る特色ある大学コンソーシアムの形成を目指す。

イ 地域の高等学校や小・中学校と連携し、地域の特色
ある教育の充実に寄与する。

(2) 地域社会との連携
地域社会に開かれた大学として、知的活動の成果や施

設などを積極的に開放する。また、自治体や公共的団体
などとの連携を進める。

(3) 国際交流の推進
ア 東アジア地域との教育研究の連携強化や国際協力の
推進により、「アジアに開かれた学術研究拠点の形成
」を目指す。

イ 海外の大学・研究機関との学術交流・人的交流を進
め、国際的視野からの教育研究の充実を図る。また、
外国人研究者や留学生を積極的に受け入れるとともに
、学生の留学を進める。

ウ 地域団体などとの連携を図りつつ、市民の多文化理
解の向上や地域の国際化を推進する。

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
１ 経営戦略を実現する機動的な運営
(1) 機動的な運営体制の確立
ア 理事長と学長の権限と責任の明確化により、迅速か
つ適切な意思決定の仕組みを確立し、戦略的かつ機動
的な大学運営を実現する。

イ 各学部などは、大学全体の運営方針に立脚して、学
部長などを中心とする機動的な運営の仕組みを確立す
る。

(2) 学内資源の効果的な活用
ア 限られた学内資源を効果的に活用するため、全学的
な観点から人員配置や予算配分などを行う。また、戦
略的な資源配分を可能にする柔軟なシステムを確立す
る。
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イ 教員と事務職員がそれぞれの使命と役割に応じた一
体的な業務運営を行い、総合力のある運営体制を構築
する。

(3) 外部の知見の積極的な活用
社会の期待に応えるため、学外の有識者や専門家を必

要に応じて登用するなど、社会に開かれた大学運営を目
指す。

２ 人事の適正化
(1) 教職員の人事評価システムを整備し、評価結果に基づ
く適切な処遇を行い、活動意欲の向上を図る。

(2) 教職員が最大限に能力を発揮できるように、雇用、勤
務、給与などの形態の多様化を図るとともに、柔軟な運
用を可能とする人事制度を構築する。

(3) 性別や国籍などにとらわれない透明性の高い登用によ
り、優秀な人材を適切に確保する。

第４ 財務内容の改善に関する目標
１ 自立性の高い財務運営の確立
(1) 財源の多様化を図るため、外部資金を積極的に獲得す
るための体制を充実し、安定的な財政基盤の確立に努め
る。

(2) 収入を伴う自主事業の拡大と適切な料金の設定により
自主財源を充実し、教育研究環境の向上を図る。

(3) 全学的な観点から管理運営業務の効率化や人員配置の
適正化などを進め、管理的経費の抑制を図る。

２ 適正な資産管理
資産を全学的に運用し、管理する仕組みを整備するとと

もに、資産の効果的、効率的な活用を図る。
第５ 教育研究及び組織運営の状況について自ら行う点検評価
並びに当該状況に係る情報の提供に関する目標

公立大学法人としての説明責任を果たすため、自己点検
・評価と第三者評価を厳正に実施するとともに、評価結果を
運営などの改善に反映させる。また、評価結果をはじめとし
た情報を積極的に公開し、大学に対する社会の理解の促進に
努める。

第６ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設・設備の整備

教育研究活動の活性化、学生活動の支援、地域貢献の充
実に資するため、長期的な計画に基づき、施設・設備を整
備する

２ 安全管理など
日常の安全衛生管理と事故防止のための体制を整備し、

安全なキャンパスづくりを進める。また、情報セキュリテ
ィ対策の充実を図る。

３ 人権の啓発
教職員と学生の人権意識の向上を目指した取組を積極的

に実施する。

北九州市告示第５３４号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第

１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規定により、食肉センター使用料、冷蔵庫
使用料、と畜検査手数料及びと畜に関する証明手数料の徴収事
務を次のとおり委託した。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

受 託 者
委 託 期 間

名 称 住 所

北九州食肉セン 北九州市小倉北区末 平成１７年４月１日
ター企業組合 広二丁目３番７号 から平成１８年３月

３１日まで

北九州市告示第５３５号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第

１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規定により、若松高須郵便局及び八幡南郵
便局における証明書交付手数料の徴収事務を次のとおり委託し
た。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

受 託 者
委託期間

名 称 住 所

日本郵政公社 東京都千代田区霞が 平成１７年４月１日
関一丁目３番２号 から平成１８年３月

３１日まで

北九州市告示第５３６号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第

１項及び北九州市会計規則（昭和３９年北九州市規則第４９号
）第４０条第１項の規定により、図書館資料の複写手数料の徴
収事務を次のとおり委託した。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

施設の名称 受 託 者
委託期間

名 称 住 所

門司図書館 株式会社図 東京都文京区 平成１７年
門司図書館 書館流通セ 大塚三丁目４ ４月１日か
大里分館 ンター 番７号 ら平成１８

年３月３１
国際友好記 日まで
念図書館

戸畑図書館 株式会社北 北九州市小倉
戸畑図書館 九州施設協 北区竪町一丁
戸畑分館 会 目６番７号

公 告

北九州市公告第１８２号
土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２９条第１

項の規定により、北九州市吉志土地区画整理組合から、次のと
おり就任した理事の氏名及び住所の届出があった。

平成１７年６月１０日
北九州市長 末 吉 興 一

氏 名 住 所
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恵比寿ガーデンプレ 東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号
イス株式会社
執行役員 中島 弘

九州海陸運送協同組 福岡県粕屋郡宇美町大字宇美字大谷３
合 ３５１番地の７
代表理事 簑原 聡

王子不動産株式会社 東京都中央区銀座二丁目１５番２号
住宅開発事業部長
水谷次仁

清和肥料工業株式会 大阪府大阪市中央区備後町四丁目３番
社九州支店 ４号
取締役支店長 上石
田尋夫

九州旅客鉄道株式会 福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目２
社 ５番２１号
施設部長 古賀徹志

磯部定生 福岡県北九州市門司区稲積一丁目４番
２３号

北九州市公告第１８４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）附則第５

条第１項の規定により大規模小売店舗の変更事項の届出があっ
たので、同条第４項の規定により同法第６条第２項の規定によ
る届出とみなし、同条第３項が準用する同法第５条第３項の規
定により、次のとおり公告し、当該届出及び添付書類を縦覧に
供する。
なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺地域の生

活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は
意見書を北九州市長に提出することができる。

平成１７年６月１４日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地
スーパーセンタートライアル西港店
北九州市小倉北区西港町１６番地１６

２ 大規模小売店舗の設置者
コーナン商事株式会社
代表取締役 疋田耕造
大阪府堺市鳳東町六丁６３７番地１

３ 変更しようとする事項
(1) 大規模小売店舗内の店舗面積の合計
ア 変更前

５，１８９平方メートル
イ 変更後

４，０９９平方メートル
(2) 小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻
ア 変更前

午前９時３０分から午後１０時まで
イ 変更後

午前０時から午後１２時まで（２４時間）
(3) 来客が駐車場を利用することができる時間帯
ア 変更前

午前９時から午後１０時３０分まで
イ 変更後

午前０時から午後１２時まで（２４時間）

(4) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間
帯
ア 変更前

午前８時から午後８時まで
イ 変更後

午前０時から午後１２時まで（２４時間）
４ 変更する年月日

平成１７年６月１１日
５ 上記３の変更に係るもの以外の事項
(1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の名称及び住所
並びに法人にあっては代表者の氏名
株式会社トライアルカンパニー
代表取締役 永田久男
福岡市東区多の津一丁目１２番２号

(2) 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項
ア 駐車場の出入口の数

出入口２箇所
(3) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項
ア 駐車場の収容台数

３７５台
イ 駐輪場の収容台数

６１台
ウ 荷さばき施設の面積

２１０．１５平方メートル
エ 廃棄物の保管施設の位置及び容量

１３６．３３５立方メートル
６ 届出年月日

平成１７年６月１０日
７ 縦覧場所
(1) 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市産業学術振興局地域産業部商業振興課
(2) 北九州市小倉北区大手町１番１号

北九州市小倉北区役所まちづくり推進課
８ 縦覧期間

平成１７年６月１４日から平成１７年１０月１４日まで（
日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法
律第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前８時３
０分から午後５時まで

９ 意見書の提出要領
次に掲げる事項を記載した文書を平成１７年１０月１４日

までに北九州市産業学術振興局地域産業部商業振興課に到着
するように提出すること。
(1) 氏名又は団体名及び団体にあってはその代表者の氏名
(2) 住所又は所在地
(3) 連絡先電話番号
(4) 大規模小売店舗の名称及び所在地
(5) 意見

北九州市公告第１９２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第

５号の規定による道路の位置を、次のとおり指定した。
平成１７年６月１６日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 指定年月日及び指定番号

平成１７年６月１６日 第３号
２ 申請者の住所及び氏名

北九州市小倉南区石田南二丁目６番１０号
谷下正明

３ 指定した道路
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道路の位置 道路の 道路の延 自動車転
幅員 長 回広場
（ｍ） （ｍ） （㎡）

北九州市小倉南区石田 6.0 16.97 －
南２丁目３４０－７、
３４０－８

北九州市公告第１９３号
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８

条第１項の規定により農用地利用集積計画を定めたので、同法
第１９条の規定により、次のとおり公告する。

平成１７年６月２１日
北九州市長 末 吉 興 一

（１ 各筆明細及び２ 共通事項は、掲載省略）

北九州市公告第１９９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の

規定により、次の開発行為に関する工事が完了したことを公告
する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

開発区域に含まれる地 開 発 行 為 者
域の名称

北九州市小倉南区下曽根四丁目 北九州市小倉北区木町一丁
２０７７番１及び２０７７番３ 目７番４１－４０６号
から２０７７番１９まで 株式会社小倉地研

代表取締役 網田昌幸

北九州市公告第２００号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
北九州市本庁舎電力供給 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市総務市民局総務部庁舎管理課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年５月２６日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
８，９２５万８，９５６円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１日

８ 落札方法
最低価格による。

北九州市公告第２０１号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
北九州市皇后崎工場の電力供給 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市環境局廃棄物事業部施設課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年６月１日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
３,２２６万１,９３２円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１５日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０２号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則 （平成７年北九州市規則第７８号）第１
２条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
日明浄化センター電力供給 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市建設局施設部施設課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年６月１日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
１億１７９万１，８７２円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１５日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０３号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
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契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則 （平成７年北九州市規則第７８号）第１
２条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
新町浄化センター電力供給 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市建設局施設部施設課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年６月１日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
５，９３７万２，３９０円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１５日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０４号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則 （平成７年北九州市規則第７８号）第１
２条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
北湊浄化センター電力供給 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市建設局施設部施設課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年６月１日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
４，００５万２，２６１円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１５日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０５号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則 （平成７年北九州市規則第７８号）第１
２条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 特定役務の名称及び数量

藤田ポンプ場電力供給 一式
２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市建設局施設部施設課
北九州市小倉北区城内１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年６月１日

４ 落札者の名称及び住所
九州電力株式会社 北九州支店
北九州市小倉北区米町二丁目３番１号

５ 契約金額
３，７６７万２，７７６円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年４月１５日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０６号
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定め

る政令（平成７年政令第３７２号）第４条に規定する特定調達
契約を締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続
の特例を定める規則（平成７年北九州市規則第７８号）第１２
条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 特定役務の名称及び数量
「コンピュータが使える小学生」育成事業 一式

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称
及び所在地
北九州市教育委員会指導部指導企画課
北九州市小倉北区大手町１番１号

３ 落札者を決定した日
平成１７年４月１３日

４ 落札者の名称及び住所
安川情報システム株式会社
北九州市八幡西区東王子町５番１５号

５ 契約金額
７，３５０万円

６ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

７ 一般競争入札の公告をした日
平成１７年３月１日

８ 落札方式
最低価格による。

北九州市公告第２０７号
特定調達契約に係る一般競争入札の公告（平成１６年北九州

市公告第３６２号）の一部を次のように改正する。
平成１７年７月１日

北九州市長 末 吉 興 一
１ 調達内容の(5) 今後購入が予定される数量及び入札公告

予定時期の項中

を「シャーシ・架装 ３台 平成１６年１２月１５日
シャーシ・架装 ３台 平成１７年５月頃 」

「シャーシ・架装 ３台 平成１６年１２月１５日 」に
改める。
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北九州市公告第２０８号
特定調達契約に係る一般競争入札の公告（平成１６年北九州

市公告第４１４号）の一部を次のように改正する。
平成１７年７月１日

北九州市長 末 吉 興 一
第１項中第５号を削り、第６号を第５号とする。

北九州市公告第２０９号
一般競争入札により、地方公共団体の物品等又は特定役務の

調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第４
条に規定する特定調達契約を締結するので、北九州市物品等又
は特定役務の調達手続の特例を定める規則（平成７年北九州市
規則第７８号）第５条第１項の規定により読み替える北九州市
契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５号。以下「契約規則
」という。）第４条第１項の規定により次のとおり公告する。

平成１７年７月１日
北九州市長 末 吉 興 一

１ 調達内容
(1) 購入品目及び数量

ごみ収集用ポリ袋 １，５５５万枚
(2) 購入物品の特質等 仕様書で定めるとおり
(3) 履行期限
ア ７０５万枚 平成１７年１０月３１日
イ ４００万枚 平成１７年１１月３０日
ウ ４５０万枚 平成１７年１２月２６日

(4) 納入場所 市長が指定する場所
(5) 今後購入が予定される数量及び入札公告予定時期
ア １，５７５万枚 平成１７年９月ごろ
イ １，５１０万枚 平成１７年１１月ごろ

(6) 最初の契約に係る入札公告日 平成１７年３月１５日
(7) 入札方法 総価により行う。落札決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の１００分の５に相当す
る金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある
ときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもっ
て落札金額とするので、入札者は、消費税に係る課税事業
者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ
と。

２ 競争入札参加資格
次の各号のいずれにも該当する者であること。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７
条の４の規定に該当しない者であること。

(2) 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審
査等に関する規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６
条第１項の有資格業者名簿（以下「有資格業者名簿」とい
う。）に記載されていること。

(3) 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。
３ 競争入札参加資格審査申請書の提出期限

この公告に係る一般競争入札に参加を希望する者で有資格
業者名簿に記載されていないものは、平成１７年７月１４日
までに競争入札参加資格審査申請書を北九州市契約室管理課
に提出しなければならない。

４ 入札書の提出場所等
(1) 契約条項を示す場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市契約室契約課
イ 日時 公告の日から平成１７年７月２６日まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法
律第１７８号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９

時から午前１１時３０分まで及び午後１時から午後４時
３０分まで

(2) 入札説明書及び仕様書の交付方法 前号アの場所におい
て無償で交付する。

(3) 入札説明会の場所及び日時
ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市役所本庁舎地下２階第２入札室
イ 日時 平成１７年７月１９日午後２時

(4) 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札
に参加を希望する者は、平成１７年７月１４日までに競争
参加の申出書を北九州市契約室契約課に提出しなければな
らない。

(5) 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に
書留郵便により、平成１７年７月２５日午後５時までに必
着のこと。

(6) 入札及び開札の場所及び日時
ア 場所 第３号アの場所と同じ。
イ 日時 平成１７年７月２６日午後２時１０分

５ その他
(1) 契約手続において使用する言語及び通貨
ア 言語 日本語
イ 通貨 日本国通貨

(2) 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、
契約規則第５条第７項各号のいずれかに該当する場合は
、免除する。

イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、
契約規則第２５条第６項第１号又は第３号のいずれかに
該当する場合は、免除する。

(3) 入札の無効
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入
札

イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札
ウ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札

(4) 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定によ
り定められた予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て入札を行った者を落札者とする。

(5) 契約書作成の要否 要
(6) この公告に係る契約は、政府調達に関する協定の適用を
受けるものである。

(7) この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名
称及び所在地等
北九州市契約室契約課
〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号
電話 ０９３－５８２－２０１７

６ Summary
(1) Product and Quantity

Purchase of Clear plastic garbage bag
Quantity:15,550,000 sheets

(2) Deadline of Tender(by hand)
2:10p.m.,July 26,2005

(3) Deadline of Tender(by mail)
5:00p.m.,July 25,2005

(4) For further information,please contact:Contracts
Section,Contracts Office, City of Kitakyushu

水 道 局
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北九州市水道局管理規程第７号
北九州市水道局企業職員の給与に関する規程の一部を改正す

る規程を次のように定める。
平成１７年６月１日

北九州市水道局長 森 一 政
北九州市水道局企業職員の給与に関する規程の一
部を改正する規程

北九州市水道局企業職員の給与に関する規程（昭和３９年北
九州市水道局管理規程第１０号）の一部を次のように改正する
。
第１３条第１項第１号中「職員」の次に「（交通機関等を利

用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員
であって交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものと
した場合の通勤距離が片道１キロメートル未満であるもの及び
第３号に掲げる職員を除く。）」を加え、同項第２号中「職員
」の次に「（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく
困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒
歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道１キロメー
トル未満であるもの及び次号に掲げる職員を除く。）」を加え
、同項第３号中「職員」の次に「（交通機関等を利用し、又は
自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職
員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、自動車
等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距
離が片道１キロメートル未満であるものを除く。）」を加え、
同項第４号及び同条第２項第４号を削る。

付 則
この規程は、平成１７年６月１日から施行する。

病 院 局

北九州市病院局管理規程第１号
北九州市病院局職員被服貸与規程を廃止する規程を次のよう

に定める。
平成１７年３月３１日

北九州市病院局長 丸 山 文 治
北九州市病院局職員被服貸与規程を廃止する規程

北九州市病院局職員被服貸与規程（昭和４４年北九州市病院
局管理規程第５号）は、廃止する。

付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市病院局管理規程第２号
北九州市病院局職員の職名等に関する規程の一部を改正する

規程を次のように定める。
平成１７年３月３１日

北九州市病院局長 丸 山 文 治
北九州市病院局職員の職名等に関する規程の一部
を改正する規程

北九州市病院局職員の職名等に関する規程（昭和４３年北九
州市病院局管理規程第１１号）の一部を次のように改正する。
別表中「なつた」を「なった」に、
「

きゅう師 きゅう師の業務を行う
職務

を
技能 医療技術補 医療技術補助員の業務
員 助員 を行う職務

」
「

にきゅう師 きゅう師の業務を行う
職務

」
改め、同表の注書中「、技術員又は技能員」を「又は技術員
」に改める。

付 則
（施行期日）

１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。
（北九州市病院局職員給与規程の一部改正）

２ 北九州市病院局職員給与規程（昭和４３年北九州市病院局
管理規程第５号）の一部を次のように改正する。
第２条第１号中ア及びイを削る。
第１０条中「又は単純な労務に雇用される北九州市職員の

給与に関する規則の適用を受ける職員」を削る。
別表第１のアの表中「ア 一般職給料表（１）」を削り、

別表第１のイの表を削る。
別表第４のアの表中「一般職給料表（１）級別標準職務表

」を「一般職給料表級別標準職務表」に改め、別表第４中イ
の表を削り、ウの表をイの表とし、エの表をウの表とし、オ
の表をエの表とする。
別表第５のアの表中「一般職給料表（１）初任給基準表」

を「一般職給料表初任給基準表」に改め、別表第５中イの表
を削り、ウの表をイの表とし、エの表をウの表とし、オの表
をエの表とする。
（北九州市病院局職員職種別定数規程の一部改正）

３ 北九州市病院局職員職種別定数規程（昭和４３年北九州市
病院局管理規程第１６号）の一部を次のように改正する。

本則の表中「８１人」を「７０人」に、「１,０４６人」
を「１,０４３人」に、「１７６人」を「１６２人」に改め
、医療技術補助員の項を削り、「１,３０５人」を「１,２７
５人」に改める。

北九州市病院局管理規程第４号
北九州市病院局職員衛生委員会規程を次のように定める。
平成１７年３月３１日

北九州市病院局長 丸 山 文 治
北九州市病院局職員衛生委員会規程

（趣旨）
第１条 この規程は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７
号）第１８条の規定に基づいて設置する衛生委員会に関し必
要な事項を定めるものとする。
（設置）

第２条 各事業場に衛生委員会を置き、その名称及び当該衛生
委員会が調査審議の対象とする事業場（以下「対象事業場」
という。）は、別表のとおりとする。
（所掌事務）

第３条 委員会は、対象事業場について次に掲げる事項を調査
審議し、必要に応じて対象事業場の長を経て、病院局長に意
見を述べるものとする。
（１） 職員の健康障害を防止するための基本となるべき対
策に関すること。

（２） 職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき
対策に関すること。

（３） 労働災害の原因及び再発防止対策で衛生に係るもの
に関すること。

（４） 前３号に掲げるもののほか、職員の健康障害の防止
及び健康の保持増進に関する重要事項

２ 委員会は、委員の全員が特に必要があると認める場合は、
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対象事業場における労働に関する安全についての事項につい
て調査審議することができる。
（構成）

第４条 委員会の委員は、次に掲げる者をもって構成する。
（１） 対象事業場の事務局長又はこれに準ずるもののうち
から病院局長が選任した者 １名

（２） 対象事業場の職員で衛生管理者の職にあるもの、産
業医の職にあるもの又は対象事業場の衛生に関連する職に
あるもののうちから病院局長が選任した者 ４名

（３） 対象事業場の職員で衛生に関する知識及び経験を有
するもののうちから病院局長が選任した者 ４名

２ 前項第３号に掲げる者である委員については、自治労連北
九州市職員労働組合病院評議会及び自治労北九州市病院労働
組合の推せんする者を選任するものとする。
（議長）

第５条 委員会に議長を置き、前条第１項第１号に掲げる者で
ある委員をもってこれに充てる。

２ 議長は、会務を総理し、委員会を代表する。
３ 議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、あらか
じめ議長が指名する委員が、その職務を代理する。
（委員の任期）

第６条 委員の任期は、２年とする。
２ 委員は、退職、異動等により対象事業場の職員でなくなっ
たときは、その職を失うものとする。

３ 病院局長は、委員に欠員を生じたときは、速やかに後任の
委員を選任しなければならない。この場合における後任の委
員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。
（運営）

第７条 委員会は、議長が必要と認めるとき、又は委員の３分
の１以上の請求があったとき、議長がこれを招集する。

２ 委員会は、第４条第１項第２号及び第３号の者である委員
のそれぞれの過半数が出席しなければ、会議を開くことがで
きない。

３ 委員会の議事は、出席委員の全員の一致により決するもの
とする。
（庶務）

第８条 委員会の庶務は、当該委員会の対象事業場の事務局に
おいて処理する。
（総括安全衛生管理者の調整等）

第９条 病院局の総括安全衛生管理者の職にある者は、必要に
応じて委員会に対し、調整若しくは助言をし、又は報告を求
めることができる。
（委任）

第１０条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し
必要な事項は、議長が委員会に諮って定める。

付 則
（施行期日）

１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。
（北九州市病院局職員安全衛生委員会規程の廃止）

２ 北九州市病院局職員安全衛生委員会規程（昭和５０年北九
州市病院局管理規程第３号）は廃止する。

別表（第２条関係）

委員会の名称 対象事業場

医療センター職員衛生委 総務課、業務課、経理課、医療

員会 センター、看護専門学校

門司病院職員衛生委員会 門司病院

若松病院職員衛生委員会 若松病院

八幡病院職員衛生委員会 八幡病院

北九州市病院局管理規程第５号
北九州市病院局庁内管理規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。
平成１７年３月３１日

北九州市病院局長 丸 山 文 治
北九州市病院局庁内管理規程の一部を改正する規
程

北九州市病院局庁内管理規程（昭和４７年北九州市病院局管
理規程第７号）の一部を次のように改正する。
第３条の表中「規則第２条第７号」の次に「、１３条」を加

え、
「

規則第１２条 室内責任者、守衛 室内管理者

を
規則第１３条 市長（北九州市立大学に 病院局長

あっては、学長）
」

「
規則第１２条 室内責任者、守衛 室内管理者 に

」
改める。

付 則
この規程は、平成１７年４月１日から施行する。

北九州市病院局管理規程第６号
北九州市病院局職員給与規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。
平成１７年６月９日

北九州市病院局長 丸 山 文 治
北九州市病院局職員給与規程の一部を改正する規
程

北九州市病院局職員給与規程（昭和４３年北九州市病院局管
理規程第５号）の一部を次のように改正する。
第１０条後段を削る。

付 則
この規程は、公布の日から施行する。

市選挙管理委員会

北九州市選挙管理委員会告示第２５号
平成１７年７月１０日執行予定の北九州市東部農業委員会委

員一般選挙及び北九州市西部農業委員会委員一般選挙における
各選挙区の選挙長及びその職務を代理すべき者を、次のように
選任する。

平成１７年６月２１日
北九州市選挙管理委員会
委員長 森 脇 周 三

１ 北九州市東部農業委員会委員一般選挙
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選 挙 長 同 左 の 職 務 を 代 理 す べ き 者
選 挙 区 分

住 所 氏 名 住 所 氏 名

第１選挙区 門司区黒川東一丁目１１番２４号 青 木 敬 隆 門司区大字畑８７５番地 藤 本 信 弘

第２選挙区 小倉南区大字志井４７８番地 尾 上 勝 小倉南区石田南二丁目１０番６号 竹 村 大 吉

第３選挙区 小倉南区湯川一丁目９番１６号 大久保正美 小倉南区中曽根三丁目３番１９号 安 本 玉 喜

第４選挙区 小倉南区大字木下１１５５番地 岡 村 勝 博 小倉南区大字小森６０番地 有 松 淳

２ 北九州市西部農業委員会委員一般選挙

選 挙 長 同 左 の 職 務 を 代 理 す べ き 者
選 挙 区 分

住 所 氏 名 住 所 氏 名

第１選挙区 若松区大字頓田１５０６番地 大 庭 卓 朗 若松区大字有毛３４９番地 大 庭 始

第２選挙区 八幡西区楠橋下方一丁目７番１５号 藤 津 嚴 剛 八幡西区野面一丁目１１番２０号 山 田 富 生

北九州市選挙管理委員会告示第２６号
農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第１

１条において準用する公職選挙法（昭和２５年法律第１００号
）第１７条第２項の規定により、本市の区域を分けて投票区を
、平成１７年６月２２日から次のように設ける。

北九州市東部農業委員会委員選挙及び北九州市西部農業委員
会委員選挙の投票区の設置についての告示（平成１４年北九州
市選挙管理委員会告示第８号）は廃止する。

平成１７年６月２１日
北九州市選挙管理委員会
委員長 森 脇 周 三

北九州市東部農業委員会委員選挙（第１選挙区）投票区

投票区名 区 域

北九州市門司区投票区設 第１投票区
置についての告示 第２投票区
（平成１０年北九州市門 第３投票区
司区選挙管理委員会告示 第４投票区
第７号）の表中 第５投票区

第６投票区
第１投票区 第７投票区 の区域

第８投票区
第９投票区
第10投票区
第11投票区
第12投票区
第13投票区

第14投票区
第15投票区
第16投票区
第17投票区
第18投票区
第19投票区
第20投票区

第２投票区 〃 第21投票区
第22投票区 の区域
第23投票区
第24投票区
第25投票区
第26投票区
第27投票区
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第29投票区
第30投票区
第31投票区
第32投票区

第３投票区 〃 ｝ 第28投票区 ｝ の区域

北九州市東部農業委員会委員選挙（第２選挙区）投票区

投票区名 区 域

北九州市小倉北区投票区 第１投票区
設置についての告示 第２投票区
（平成１１年北九州市小 第３投票区
倉北区選挙管理委員会告 第４投票区
示第６５号）の表中 第５投票区

第６投票区
第１投票区 第７投票区 の区域

第８投票区
第10投票区
第11投票区
第12投票区
第25投票区
第26投票区
第27投票区
第28投票区
第31投票区
第32投票区
第44投票区
第45投票区

第９投票区
第15投票区
第16投票区
第17投票区
第18投票区

第２投票区 〃 第19投票区 の区域
第20投票区
第21投票区
第22投票区
第23投票区
第24投票区
第42投票区
第43投票区

第29投票区
第30投票区
第33投票区
第34投票区

第３投票区 〃 第35投票区 の区域
第36投票区
第37投票区
第38投票区
第39投票区
第40投票区
第41投票区

第４投票区 〃 ｝ 第13投票区 ｝ の区域

第５投票区 〃 ｝ 第14投票区 ｝ の区域



560

北 九 州 市 公 報 第１４１６号 平成１７年 ７月 １日

北九州市小倉南区投票区 第１投票区
設置についての告示 第２投票区
（平成１４年北九州市小 第３投票区
倉南区選挙管理委員会告 第４投票区

第６投票区 示第４１号）の表中 の一部 の区域
（日の出町一丁目を
除く区域）
第５投票区
第６投票区
第27投票区

第４投票区
の一部

（日の出町一丁目
第７投票区 〃 のみ）

第７投票区 の区域
第８投票区
第９投票区
第31投票区
第39投票区
第41投票区

第10投票区
第37投票区

の一部
長野一丁目１番～14

第８投票区 〃 番・15番（１号・45
号を除く。）・16番 の区域
・17番（18号を除く
）・19番、横代東町
三丁目２番15号を除
く区域

第42投票区

第９投票区 〃 ｝ 第11投票区 ｝ の区域

北九州市東部農業委員会委員選挙（第３選挙区）投票区

投票区名 区 域

北九州市小倉南区投票区
設置についての告示 第19投票区

第１投票区 （平成１４年北九州市小 の区域
倉南区選挙管理委員会告 第28投票区
示第４１号）の表中

第20投票区
第33投票区
第34投票区

の一部
葛原東二丁目（10番
を除く）、葛原東三
丁目（11・13～15番

第２投票区 〃 を除く）及び葛原東
五・六丁目の区域 の区域

第37投票区
の一部

長野一丁目１番～14
番・15番（１号・45
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号を除く）・16番・
17番（18号を除く）
・19番、横代東町三
丁目２番15号の区域

第21投票区
第22投票区
第29投票区
第34投票区

第３投票区 〃 の一部 の区域
葛原東二丁目（10番
を除く）、葛原東三
丁目（11・13～15番
を除く）及び葛原東
五・六丁目を除く区
域

第23投票区
第24投票区
第30投票区
第35投票区

第４投票区 〃 の一部
曽根新田北一丁目、
曽根新田北二丁目（
３番除く）、曽根新 の区域
田北三丁目（16番５
号を除く）、曽根新
田北四・五・六・七
丁目、曽根新田南一
・二・三・四丁目、
大字曽根新田の一部
及び大字曽根の一部
を除く区域

第43投票区
の一部

田原一丁目、田原二
丁目（１～７番・８
番８号以上・９～17
番）、田原三丁目、
田原四丁目、田原五
丁目の区域

第25投票区
第35投票区

第５投票区 〃 の一部 の区域
曽根新田北一丁目、
曽根新田北二丁目（
３番除く）、曽根新
田北三丁目（16番５
号を除く）、曽根新
田北四・五・六・七
丁目、 曽根新 田南
一・二・三・四丁目
、大字曽根新田の一
部及び大字曽根の一
部の区域

第40投票区

第26投票区
第36投票区
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第43投票区
の一部

第６投票区 〃 田原一丁目、田原二 の区域
丁目（１～７番・８
番８号以上・９～17
番）、田原三丁目、
田原四丁目、田原五
丁目を除く区域

北九州市東部農業委員会委員選挙（第４選挙区）投票区

投票区名 区 域

北九州市小倉南区投票区
設置についての告示 第12投票区

第１投票区 （平成１４年北九州市小 の区域
倉南区選挙管理委員会告 第32投票区
示第４１号）の表中

第２投票区 〃 ｝ 第38投票区 ｝ の区域

第３投票区 〃 ｝ 第13投票区 ｝ の区域

第４投票区 〃 ｝ 第14投票区 ｝ の区域

第５投票区 〃 ｝ 第15投票区 ｝ の区域

第６投票区 〃 ｝ 第16投票区 ｝ の区域

第７投票区 〃 ｝ 第17投票区 ｝ の区域

第８投票区 〃 ｝ 第18投票区 ｝ の区域

北九州市西部農業委員会委員選挙（第１選挙区）投票区

投票区名 区 域

北九州市若松区投票区設 第１投票区
置についての告示 第２投票区
（平成８年北九州市若松 第３投票区
区選挙管理委員会告示第 第４投票区
６号）の表中 第５投票区

第１投票区 第６投票区 の区域
第７投票区
第８投票区
第９投票区
第10投票区
第11投票区

第12投票区
第13投票区
第14投票区

第２投票区 〃 第16投票区 の区域
第23投票区

の一部
（東二島のみ）

第15投票区
第17投票区
第18投票区
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第19投票区
第３投票区 〃 の一部 の区域

（ひびきの、塩屋を除く）
第23投票区

の一部
（東二島を除く）

第19投票区
の一部

（ひびきの、塩屋のみ）
第４投票区 〃 第20投票区 の区域

第21投票区
第22投票区
第24投票区
第25投票区

北九州市西部農業委員会委員選挙（第２選挙区）投票区

投票区名 区 域

第１投票区 八幡東区及び戸畑区の区域

北九州市八幡西区投票区
設置についての告示 第１投票区
（平成４年北九州市八幡 第２投票区
西区選挙管理委員会告示 第３投票区

第２投票区 第10号）の表中 第４投票区 の区域
第５投票区
第６投票区
第７投票区
第８投票区
第９投票区
第10投票区
第11投票区
第12投票区
第13投票区
第14投票区
第15投票区
第16投票区

の一部
（陣原一丁目を除く）

第35投票区
第36投票区
第37投票区
第38投票区
第39投票区
第40投票区
第41投票区

第16投票区
の一部

（陣原一丁目のみ）
第17投票区
第18投票区
第19投票区
第20投票区
第21投票区
第22投票区
第23投票区
第24投票区
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第３投票区 〃 第25投票区 の区域
第26投票区
第27投票区
第28投票区
第29投票区
第30投票区
第31投票区
第32投票区
第33投票区
第34投票区
第50投票区
第51投票区
第52投票区

第42投票区
第43投票区

第４投票区 〃 第44投票区 の区域
第45投票区
第46投票区
第47投票区

第５投票区 〃 第48投票区 の区域
第49投票区

雑 報

福岡北九州高速道路公社公告第１号
福岡北九州高速道路債券の定時償還のための抽せんを行った

結果、償還する債券の証券番号が決定しましたので福岡北九州
高速道路債券規程第１５条第１項の規定により公告します。

平成１７年７月１日
福岡北九州高速道路公社
理事長 田 中 康 順

記

（千円）銘 柄 券面金額 証券番号 償還期日 償還額

第９３回福岡北九州 １００万円 ８，６１９ ９，３０８ 平成１７年 ６９０，０００～
高速道路債券 ７月２６日

第９５回福岡北九州 １００万円 ８，４８２ ８，９３１ 平成１７年 ４５０，０００～
高速道路債券 ７月２８日

第９７回福岡北九州 １００万円 １７，５３２ 平成１７年 ７５０，０００
高速道路債券 ７月２８日～

１８，２８１

第９９回福岡北九州 １００万円 １７，５０２ 平成１７年 ７５０，０００
高速道路債券 ７月２８日～

１８，２５１


